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はじめに

平成8年7月に制定された科学技術基本計画では研究開発活動を活性化するために厳正

な研究評価を行うことが謳われた。これを契機として、研究評価の原理的な在り方を探る

研究「科学技術の形成過程における評価の研究」に取り組んできた。本資料はその一環と

して実施した海外の研究評価実態把握のうち英国の研究評価、特に公的研究助成に係る研

究評価について文献及びインタビュー調査を基にまとめたものである。

英国の研究評価の歴史は古く、王立協会では4世紀も前からピアレビュー（専門家同僚

による審査）が行われてきた。しかしながら、研究評価が科学技術の政策手法として本格

的に取り入れられるようになったのは1980年代に入ってからである。例えば、1986年

に大学の一般研究費（研究職員の給与、研究施設費、等）の配分に公的機関による学科単

位の格付けが導入され、又、1987年には内閣府に科学技術評価室が設置（1989年廃止）

され、「研究開発評価」と題した案内書が作成されるとともに各省庁が行う研究開発業務

に評価が取り入れられるよう監察が行われた。後者はちょうど我が国において平成9年8

月に内閣総理大臣決定された「国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方につ

いての大綱的指針」を基に科学技術会議が各省庁に研究評価の定着を図ろうとする現在の

歩みとある面では共通性がある。

我が国に比べ英国では政府、研究会議等の公的機関の改編が頻繁に行われる。1992年4月

に内閣府に設立された科学技術院は4年も経たないうちに貿易産業省に移管され、又、1992

年5月に設立されたイングランド高等教育資金協議会は1997年10月に教育の質の評価担当

部門が分離され、別の機関が設立されるといった具合である。機関内の組織や仕組みに至って

はさらに頻繁に変わる。しかしながら、評価の根底にある思想や考え方はさほど頻繁に変わる

ものではないと考えられる。

本調査では、このような英国の事情を踏まえ、公的研究助成機関である研究会議及び高

等教育資金協議会の訪問調査に研究評価の専門家へのインタビューを重ね合わせることで、

研究助成を行う公的機関の評価方法のみならず、その方法を支える英国の科学技術政策背

景まで掘り下げて調査し、総合的に英国の研究評価を捉えることを試みた。最近の行政改

革では英国のエイジェンシー化が注目されているが、研究評価についても我が国の参考に

なるものがあると考える。
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1．調査方法

英国における公的研究機関に係る研究評価の仕組みを把握するために以下の要領で文献調査

及びインタビュー調査（含　文書通信）を組み合わせて実施した。

1．1．英国の研究評価概要の把握

英国の公的研究機関の研究評価について述べている文献を調査するとともに、主要文献の著

者にインタビューを行った．，参考とした主要文献とインタビュー相手方を以下に示す。

①文献：GeorghiouL．，ResearchevaluationinEuropeannationalscienceandtechnology

SyStemS，ResearchEvaluation，Vol．5，No．1，PP3－10，Apri11995

②文献：GeorghiouL．，et．al．，Acombinedquestionnaireandinterviewapproachtoassess

theimpacts ofthe AIvey programme，Chapter180fThe strategic management of

researchandtechnology，Pp345・356，Economica，1997

③文献：BarkerK．，The‘Britishmodel，－eValuationbyprofessional，Chapter30fThe

Strategicmanagementofresearchandtechnology，PP55－68，Economica，1997

文献①～③の面会者：マンチェスター大学工学科学技術研究施設（PREST）

Georghiou教授（所長）、Barker研究員、Boden研究員

④文献：Guy K．andArnold E．，UK Government PraCticein science and technology

evaluation，ResearchEvaluation，Vol．3，No．3，pP179－186，December1993

面会者：Arnold博士（TbchnopolisLimited社長）

⑤文献：HillsP．，Ⅴ，andDaleA．，J．，ResearchandTbchnologyevaluationintheUnited

Kingdom，ResearchEvaluation，Vbl．5，No．1，PP35－44，Apri11995

文書による通信：Hills教授（PREST）

1．2．研究開発資金と研究評価

文献調査の結果、英国の研究評価に関する文献に頻繁に引用される“Value brMoney”（投

資に見合う価値）に着目して、研究開発資金とその配分に関わる評価がどのように行われてい

るかを調査対象とした。

1．2．1．調査対象機関の選定

英国政府の科学技術経費は科学技術院＊（OST）が毎年作成する科学・工学・技術統計（Science，

EngineeringandTbclm010gyStatistics）によると、1995／96年度ⅠⅠは表1．2．1－1に示す内訳に

ま　日本語の名称は科学技術庁科学技術政策局が発行している「科学技術要覧（平成8年度）」又は英国大使館

が発行している「英国の科学技術」より適切と思われる訳語を使用する。

まま英国の会計年度は4月1日へ′3月31日
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なった。ここ数年の傾向は、全体の科学技術関係経費はほぼ一定で、科学予算（the Science

Budget）Ⅰは伸びる一方で各省庁及び国防関係の研究開発費は減少してきている。

また、これらの経費を基に大学及び研究会議（Research Councils）の付属研究機関等に配

分される資金を科学・工学基盤（theScienceandEngineeringBase）と呼ぶ。1994！95年度

の科学・工学基盤の額は31億ポンド（6，200億円（1ポンド＝200円換算））であり、その

3分の1は科学予算であり、さらに3分の1は高等教育資金協議会（HEFCs）が所掌する研

究開発費であり、残り3分の1が慈善団体、政府の省庁、欧州連合（European Union）、民

間等からの資金である（図1．2．1－1参照）。この科学・工学基盤資金の大半は基礎研究及び戦

略的研究つこ費やされる。

このことから、本調査では科学・工学基盤の3分の2を占める研究会議及びHEFCsの資金

配分とそれに係る評価に焦点を絞り、OST、研究会議、イングランド高等教育資金協議会

（HEFCE）を調査対象機関とした。

表1．2．1－11995／96年度の科学技術関係経費

（「science，EngineeringandTechnologyStatistics1997」より）

項目　　　　　　　　　　　　　　　　経費額

科学予算

高等教育資金協議会（HEFCs）の研究開発費

各省庁の研究開発費（国防を除く）

国防省関係の研究開発費

欧州連合への拠出分

13億ボンド

10億ポンド

15億ボンド

21億ポンド

3億ポンド

62億ポンド
（1兆2400億円（1ボンド

＝200円換算））

’科学予算はOSTがとりまとめる研究開発予算であり、主に研究会議への政府補助金である。

軸戦略研究は、通常の好奇心指向型の基礎研究に対して、応用をある程度意識して、政府がその波及効果の
活用を考慮しうる基礎研究を指す。
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総楓　31億ポンド

（単位：百万ポンド）

図1．2．1－11994／95年度の科学・工学基盤資金

（「AllocationoftheScienceBudget1997－98」より）
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1．2．2．対象機関の評価制度の調査

調査を実施した機関を表1．2．2－1に示す。この調査は以下の要領で実施した。なお、大学副

学長校長会（CVCP）は経営者側の大学の研究評価tに対する意見を把握する上で調査を行っ

た。

①　文献等による相手機関の情報収集

中期計画（CorporatePlan）、年次報告者（AnnualReport）、インターネット等による

相手機関に関する情報を収集

②　訪問調査に先立ち質問表を送付

主な質問事項：研究プログラムや資金配分に係る意思決定メカニズム、評価に係る各種

会議（board，COmmittee等）の役割とその委員の選出方法、プロジェクトの評価方法、

所管の研究機関の業績評価方法

表1．2．2－1訪問調査機関とインタビュー相手方

訪問調査機関
インタビュー相手方

（敬称略）

科学技術院（theOfficeofScienceandTechnology（OST））

バイオテクノロジー・生物科学研究会議（theBiotechnologyandBiological
SclenCeSResearchCouncil（BBSRC））

工学・自然科学研究会議（theEngineeringandPhysicalSciencesResearch
Council（EPSRC））

経済・社会研究会議（theEconomicandSocialResearchCouncil（ESRC））

医学研究会議（theMedicalResearchCouncll（MRC））　資料入手のみ

自然環境研究会議（theNaturalEnvironmentResearchCouncil（NERC））

素粒子物理・天文学研究会議（thePartlClePhysicsandAstronomyResearch
Council（PPARC））

イングランド高等教育資金協議会（theHigherEducationFundingCouncll
forEngland（HEFCE））

大学副学長校長会（theCommitteeofⅥce－ChancellorsandPrlnCipalsofthe

UniversitiesoftheUnitedKingdom（CVCP））

SueArrand

TimWillis

NeilWilliams

PaulRouse

ChristopherWest

MaryThornton
HelenThorne

PeterFletcher

PaulHubbard

DavidPilsbury

TbnyBruce

RogerBlows

1992年以降このRAEにカレッジも参加しており、正確には「高等教育機関の研究評価」と言うべきとこ

であるが、研究の大半は大学が行っており、本資料では断りがない限り「大学の研究評価」と呼ぶ。
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2．研究評価の背景と発展経過

2．1．関連政策とその影響及び社会的背景

英国では、第一次世界大戦において、科学に対する政府の取り組みの重要性が認識され、研

究会議の前身である科学産業研究部（theDepartmentofScienti丘candIndustrialResearch）

が創設されるとともに、1918年のホルデイン報告書（Haldane Report）に代表される科学と

政策の在り方が議論されるようになった。研究評価はこのような科学技術政策に大きく影響さ

れるものであり、以下では、研究評価を支える主な政策や社会的背景について述べる。

2．1．1．政府と研究会議の関係

1918年に出されたホルデイン子爵（LordHaldane）の報告書－「政府委員会機構に関す

る報告書（ReportoftheMachineryofGovernmentCommittee）」－において、各省庁の

特定用途の研究とどの省庁にも共通的に活用できる研究は分けるべきであり、前者の研究は当

該省庁が担当し、後者は一省庁の下で管理されないことが一番望ましいと述べられた。後者の

役割を担う機関が研究会議である。この考え方は今日も活かされており、政府と研究会議の在

り方を規定する重要な思想である。

2．1．2．大学の研究資金支援メカニズム

大学の研究資金は、図2．l．2－1に示すとおり教育雇用省（theDepartmentforEducationand

Employment）、科学技術院（OST）、他の省庁等から提供される。その額と内訳を図2．1．2－2

に示す。このうち、教育雇用省及びOSTを通じて各大学に提供される研究資金助成を「デュ

アルサポートシステム（dualsupportsystem）」と呼ぶ。前者は「一般研究費（generalfunding

forresearch又はblockgrant）」と呼ばれ、主に大学の研究職員の給与、研究施設経費に使用

される。この資金は4つの高等教育資金協議会（HEPCs）を通じて大学に配分される。一方、

後者は「特定研究資金（speci丘Cfundingforresearchprojectsandprogrammes）」と呼ばれ、

研究会議及び王立協会（the RoyalSociety）などから研究プロジェクト又はプログラムに対

応して配分される競争的資金である。なお、大学院生の奨学資金並びにポストドクターの給与

及び研究支援諸経費は後者が賄う。

デュアルサポートシステムの源は、1915年に設立された研究会議の原型である科学産業研

究部と1919年に設立されたHEFCsの原型である大学補助金協議会（theUniversityGrants

Committee（UGC））がそれぞれ政府の資金を別々に研究助成に使用したことに遡る。最初に

デュアルサポートシステムについて言及したのは1963年に出されたトレンド卿（Lord

Trend）の報告書－「民生科学組織の調査委員会報告（ReportofaCommitteeofEnquiryinto

theOrganisationofCivilScience）」－であり、このシステムを指示することが謳われた。

その後、二頭立ての調整の在り方や研究資金難によるデュアルサポートシステムそのものの存

廃も含めた議論がなされ、1992年に現在の形態になった。
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保健省

図2．1．2・1大学の研究資金ソース（「cvcpBrie丘ngNoteOctober1995」より）
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慈善団体
14％

1993／94年度の収入総額　21億ボンド

図2．1．2・2　英国の高等教育機関の研究資金収入（「CVCPBrie丘ngNoteOctober1995」より）

2．1．3．重点化策の台頭

1970年代に、オイルショックに伴うインフレーションによる物価高騰及び英国経済の低迷

とともに研究経費の上昇から大学の研究資金は非常に厳しい状況に陥った。そこで、1979年

頃からUGC及び研究会議に対して、国家目標、特にもっと英国経済の競争力強化に結びつく

研究に方向転換することが強く叫ばれるようなった。これが政策としての重点化策（thepolicy

ofSelectivity）の始まりである。この方針の原点は1960年代後半に旧科学研究会議（Science

Research Council）が議論したものであり、特定の研究分野又は特定の研究所や研究部に資

金を集中させるという方策であった。

この重点化策という方策が発展して、今日のHEFCsの大学研究評価及び研究会議の

directedmode（4．1．2．2節参照）の研究形態に結びついた。
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2．1．4．顧客一契約者原則

1971年に出されたロスチャイルド卿（LordRothschild）の報告書－「政府研究開発の組

織及びマネジメント（TheOrganisationandManagementofGovernmentR＆D）」－で、

応用目的が定められる研究開発には「顧客一契約者原則（customer contractor principle）」

を採用すべきであるという提言がなされた。ロスチャイルド卿によると、顧客一契約者原則と

は「顧客は自分が欲するものを述べ、（可能ならば）契約者はそれを行い、そして、顧客が支

払う」という考え方である。これは、各省庁が行う研究開発を対象としたものであり、顧客が

各省庁であり、契約者が研究実施機関である。現在も、この原則は各省庁が実施する研究開発

に適用されている。また、研究会議にも拡大されて適用されている。

2．1．5．継続教育・高等教育法

1992年に継続教育・高等教育法（theFurtherandHigherEducationAct）が制定され、

高等教育制度が改革された。それまでポリテクニク（Polytechnic）と呼ばれてきた高等教育

機関が大学に名称を変更し、学位授与権が与えられるなど、それまで大学ではなかった機関も

大学と同格に扱われるようになった。その結果、大学の数は56から90Ⅰに大幅に増えた。

2．1．6．科学技術白書「我々の可能性の実現」

1993年5月に英国政府は「我々の可能性の実現一科学・工学・技術のための戦略（Realising

OurPotentiaトーAStrategyforScience，EngineeringandTbchnology）」を議会に提出した。

この白書は今後20年間の科学技術政策を述べたものであり、技術予測による優先順位付けの

導入、研究会議の再編、OSTの調整能力の強化、技術移転の促進等が謳われている。

このうち、技術予測つま、単なる技術動向の予測ではなく、今後20～30年間における社

会経済と市場の発展動向を予測し、将来のニーズに適切に対応するために必要とされる科学・

工学・技術とインフラ基盤の整備について提言を行うものである。1995年に発行された報告

書では、1万人を越える広範囲の関係者の協議を通じ、産業界、商業界、政府及び大学の専門

家からなる16の産業分野別パネルで指摘・提言事項がまとめられた。各省庁及び各研究会議

はこの指摘・提言事項に沿うように政策の方向付けを行うことが求められている。

また、政府が研究会議の研究業務にどの程度介入するかについては、同白書に「3．23項　様々

な戦略、プログラム及びプロジェクトの科学的メリットに関する日常的な決定は、政府が関与

することはなく、研究会議が行うべきであるというホルデイン原則を支持する。」とある。こ

れは、政府はある大局的な研究課題に対してどの研究会議にどの程度の資金を配分するかを決

めるが、どの研究者やどの個別課題に研究費を助成するかには関与しないということである。

なお、ここで言うホルデイン原則（the Haldaneprinciple）は、前述のホルデイン報告書の

Ⅰゥェールズ大学及びロンドン大学はそれぞれ1大学とカウントする。

＊＊当初は“TechnologyForesight”と呼ばれていたが、現在ではTechnologyに限定しているわけではないので
単に“Foresight”と呼ばれる。
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一節にある共通的な研究は一省庁の下で支配されないことを述べた「…（共通的研究の責任者）

は通常時行政任務のいかなる厳しい圧力からも自由であり、研究成果の応用に対する行政的思

考によって偏ったいかなる疑いからも守られている。」という記述の解釈が変遷したものであ

る。

2．2．英国の研究評価の発展経過

英国の研究評価の歴史は古く、王立協会ではピアレビューを4世紀以上も前に導入していた。

しかしながら、本格的に政策として研究開発に対する評価が問われ出したのは1980年代に入

ってからである。その背景には1970年代のオイルショックによる物価の高騰と英国経済の低

迷により、研究者及び技術者に研究開発に対する説明責任（accountability）が求められたこ

とがあげられる。1982年に財務省（Treasury）が出した「政府省庁の財政管理（Financial

ManagementinGovernmentDepartment）」の中で評価の必要性が強調され、貿易産業省な

どはこれに影響される形で自らの組織の中に評価担当（AssessmentUnit）を創設していった。

また、1970～80年代の大学の研究に対する財政状況は非常に悪く、1979年～1983年は研

究会議の予算はほぼ一定であったのに対して、UGCの一般研究費は8．5％も減額された。そ

して、1981年についにUGCはそれまで学生数などで頭割り配分してきた研究費を選択的に

配分し、研究費を削減する方針を打ち出した。続いて、1984年にUGCは「1990年代に向け

た高等教育戦略（AStrategyforHigherEducationintothe1990S）」という報告書を作成し、

一般研究費の配分に研究の重点化策ナをとることを述べた。そして、1985／86年度の予算配分

に科目（Subject）単位”の大学の研究評価を取り入れた配分方式が導入された0

政府は1987年に内閣府（theCabinetOfnce）に科学技術評価室（theScienceandTbchnology

Assessment Office）を設置するとともに研究開発評価（the R＆DAssessment）と題した案

内書を作成し、各省庁の現状を調査するとともにその改善を提言し、研究評価の徹底を図るこ

とを試みた。科学技術評価室は、各省庁に研究評価が根付いたということで89年に廃止され

た。なお、わずか2年足らずで廃止された理由には各省庁ごとに業務が異なるので画一的な評

価方法（ROAME手法＊’＊をベース）が取れなかったという見方もある。

1992年にOSTが設立されると、OSTは各省庁及び研究会議に業績指標を作成することを

求め、現在もその作業がOST主導で進められている。これは画一的な指標を作成するという

よりは、評価を各機関に行動規範（ethos）として位置づけることを狙ったものである。

＊当時、この施策の反対の概念の一つが“apolicyofequalmisery”であった。

H我が国の大学でいうところの学科又は大学院の専攻単位である。

＊＊＊1986年に貿易産業省が考案した評価方法である。ROAMEはR‥Rationale（根拠）0：Objectives（目的）・

A‥Appraisal（選定）、M：Monitoring（監察）、E：Evaluation（成果評価）の略である0
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2．3．英国の研究評価の特徴

英国における研究評価のやり方を仏国や欧州連合の研究評価に比較して「英国モデル

（BritishModel）」と呼ばれる場合がある。英国の研究評価の特徴について他の欧州諸国の例

を参照して以下に述べる。

（1）研究評価制度

英国には研究評価を担当する国家レベルの独立した評価機構はなく、各省庁、各研究会

議等の中に評価を担当する部署がある。これは執行機関の中に評価機構を分散内在させた

形態である。なお、省庁及び研究会議内の評価担当部署は、通常、執行部門から独立した

位置づけとなっている。

これとは対照的に仏国は政府から独立した評価専門機構として、大学を評価する評価国

家委員会（CNE）及び研究機関等の評価を行う研究評価国家委員会（CNER）がある。こ

れは国家として評価を行う機構を執行機関から分離して設置した集中外在的な形態である。

（2）行動に組み込まれた評価

英国の評価は研究会議の研究課題の評価にしろ、大学の研究評価にしろ、必ずその結果

に伴う行動が事前に計画されている。前者であれば研究費助成の採否につながり、後者で

あれば評価結果が一般研究費の配分につながる。特に、英国の評価は公的歳出抑制の影響

から“ValueforMoney”の思想が強く、資金の流れと評価結果が直結している点に特徴があ

る。こうすることで、市場的な競争原理が働き、優れた研究を行う者により多くの資金が

投入され、劣った者は研究資金が減額されたり、配分されなくなったりする。なお、この

副次的な影響として、当初意図しなかった研究者市場が形成され、研究者の流動性が高く

なるとともに優れた研究者の給与が高くなり、又、評価結果に対する不満から訴訟が発生

したことに留意する必要がある。

オランダでは大学連合（VSNU）が大学の学科単位の研究及び教育の格付けを行ってい

るが、その評価結果と資金配分は直接には結びついていない。評価結果の公表による間接

的な影響（例　学生の動向）を基した大学側の自主的改善に任せている。

仏国は、執行機関と評価機構が分かれているため、評価結果が執行業務に反映するかど

うかは政策決定者の判断となる。

（3）プロフェッショナル評価者を活用した評価

評価に関して専門的知識（評価システム、評価手法、等）を有し、評価を支援又は実施

する者を「プロフェッショナル評価者（professionalevaluator）了と呼ぶ。英国はプロフ

ェッショナル評価者の数が他の欧州諸国に比較して多く、又、評価に関する研究も盛んで

あり、最近、英国評価学会（会長　Hills教授（PREST））＊’が設立された。

’職業として確立しているという意味ではなく、組織の中に専門職的な位置づけで存在しているものが多い。

拙対象は評価全般であり、研究評価もその一部である。
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プロフェッショナル評価者は大きく3つのグループに分かれる。

①　各省庁、各研究会議等の評価担当者

各省庁、各研究会議等の評価担当部署には2～10名程度の評価担当者がおり、評価

システムの設計、評価支援データの作成・分析、評価結果の反映の検討等を行っている。

②　大学における研究評価の研究者

マンチェスター大学工学科学技術政策研究施設（Policy Researchin Engineering

ScienceandTbchnology（PREST））及びサセックス大学科学政策研究部（SciencePolicy

Research Unit（SPRU））の研究者は国家プロジェクト（AIvey Programme＊、

InformationEngineeringAdvancedTbchnologyProgramme、等）及び欧州連合の研

究開発プロジェクトの評価に評価者として参画している。

③　民間企業

民間のコンサルタント会社（Tbchnopolis’＊（職員20名程度），SQW（職員4名程度），

大手の経営コンサルタント（評価担当は極少数））も上記大学同様に国家プロジェクト

の評価に参画している。

プロフェッショナル評価者による評価ではプロフェッショナル評価者自身が評価主体とな

り評価を行う場合もあるが、多くの場合は委員会（パネル）を併設して行われる。プロフェ

ッショナル評価者による評価と欧州連合などで用いられている委員会形式の評価の違いは、

どちらが評価に対して主体的な役割を演じるかである。例えば、工学・自然科学研究会議

（EPSRC）のプログラム審査チーム及びパネルにおけるプログラム評価（4．4．4．1．1節参照）

では、EPSRCの事務局側は予め評価項目、評価基準、評価手順を設定し、入力情報を準備

して、委員会による評価が行われる。すなわち、事務局側が評価にかかるかなりの部分を準

備する点にある。また、注意すべきは、評価項目、評価手順等と言った評価手法はプロフェ

ッショナル評価者が考案するもののその確定にあたっては多くの場合当該委員会はもとより

広く被評価者にも開示して意見を照会する点にある。こうすることで、評価手法に対する信

頼性を高めるのである。この結果、英国の研究評価ではプロフェッショナル評価者が中心的

役割を演じており、著名な研究者や有識者による委員会形式の評価よりもプロフェッショナ

ル評価者によるシステマテイクな評価に信頼が置かれている。

（4）プロフェッショナル評価者の養成

英国にプロフェッショナル評価者が多い背景にはPREST、SPRUに代表される科学技術

政策を研究する大学機関が評価の専門的知識を有する多くの学生及び研究者を輩出したこと

が一因としてあげられる。

PREST及びTbchnopolis社には評価者としての専門的知識を教える1～2週間の講座が

’我が国の第五世代コンピュータプロジェクトを真似た情報技術の国家プロジェクトであり、研究開発費は

5年間で総額350百万ボンド（政府支出200百万ポンド、民間支出150百万ボンド）にのぼる。評価にも百

万ボンドがかけられた。また、このプロジェクトは英国最初の産学官の共同プロジェクトでもある。

’’Tbchnopolis社はSPRUからスピンアウトしたErikArn01d氏とKenGuy氏が創設したコンサルタント
会社である。
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ある。PRESTは大学の講義の一環として年1回行うが、研究会議等から依頼されて開催す

る場合もある。Tbchnopolis社は顧客の依頼で行う。また、実際の各省庁及び各研究会議の

評価担当者の多くはonthejobtrainingで専門的知識を修得している。

（5）研究機関評価は研究活動評価が主体

研究活動の成果と研究行政監査的な運営の効果、効率性を兼ね備えた機関評価はあまりみ

られない。大学の研究評価及びバイオテクノロジー・生物科学研究会議の機関評価は基本的

には研究活動の成果を評価していおり、その運営方法については触れていない。しかし、こ

の評価結果により資金配分が影響を受けるため、実質的には経営者が運営の改善を迫られる

ことになる。

これに対して、独国の学術及び研究に対する連邦政府及び州政府への諮問機関である学術

評議会（Wissenschaftrat）は全独に82研究所あるブルーリスト研究機関の評価を行って

いるが、その評価では研究所の存続・廃止を含めた提言を連邦政府及び州政府に行う。
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3．研究助成関連機閑

3．1．科学技術院（OST）

3．1．1．設立からの経緯

科学技術院（theOfficeofScienceandTbclm0logy（OST））は、1992年4月に旧教育科学

省（DepartmentofEducationandScience）の科学部と旧首席科学顧問事務局（theOfficeof

the ChiefScience Adviser）が統合され改組して内閣府の下に設置された。OSTは英国の科

学政策を形成・調整し、資源の有効活用を図り、技術的知識を富の形成及び生活の向上に貢献

することを目的とする。また、OSTの設置は、科学者からの「科学技術を国民に対してもっ

と目立つ存在にすべきである」との要請に応えたものでもある。

1995年7月にOSTは内閣府から貿易産業省（DepartmentofTradeandIndustry（DTI））

に移管された。この背景には1993年に出された科学技術白書の科学技術による富の形成政策

すなわち英国産業の競争力強化の狙いがあったものと考えられる。

OSTは現在の英国科学技術政策の中心的機関であることは言うまでもないが、注意しなけ

ればならないのは、多くの科学者が望んだような独立した省庁ではなく、見かけよりもその重

要性が軽いとの見方もある。

3．1．2．所掌業務

OSTには以下の役割がある。

①技術予測及び産業界と政府の科学・工学基盤の協力強化を配慮して、国の将来ニーズに合

致する公的助成による科学・工学・技術を推進させること

②知識の前進、理解の増進及び高等な教育及び訓練を受けた者の養成を図り、英国の科学・

工学・技術の優秀さを維持すること

③富の形成及び生活の質の向上への科学・工学・技術の貞献に対する公衆の認識と理解を増

進させること

④英国の目的に適合する範囲において、我々欧州及び国際的な協力の効果を最大限にする。

⑤投資に対する価値を増加させながら、省際的な科学・工学・技術の課題を効果的に処理す

るために政府省庁間の協力を推進すること

3．1．3．組織体制

OSTの組織体制を図3．1．3＿1に示す。OSTは貿易産業省に属してはいるものの独立性のあ

る機関である。また、OST自身も二つの独立性のある省際調整部門と研究会議の所管部門か

らなる。
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（1）首席科学顧問

OSTの長は政府の首席科学顧問（theChiefScienceAdviser）である。首席科学顧問は

科学・工学・技術に関して首相及び貿易産業大臣（the Presidentofthe BoardofTrade）＊

に助言を行うとともに、省際的な科学技術に関することに対して他省庁の大臣に助言を行

う。また、首席科学顧問は貿易産業大臣が議長を務める科学技術会議（the Councilfor

ScienceandTbchnology（CST））’’の副議長でもある。

この首席科学顧問の下に省際科学技術部（the Transdepartmental Science and

Tbchnology Directorate）がある。この省際科学技術部では、国内的及び国際的な政府全

体に係る科学技術政策課題を扱う。

貿易産業大臣

（Presldent oflhe Board

of Trade）

科学技術院（Office of Science＆Technology）

首席科学顧問
兼科学技術局長

（Chief SclellllHc

AdvISer　＆　Head of

Ofrcle OE SclenCe aTld

Techullogy）

省際科学技術部

（Transdeparlmenlal

SclenCe＆Technology

DlreClorate）

研究会議局長

（DlreC10r General or

Research Councl15）

科学工学基盤部

（SclenCe＆Englneerlng

Base DlreCtOrale）

次官

（Permallenl Scretary）

図3．1．3－10STの組織図（「DTIOrganisationChart」より）

貿易産業省内の閣外大臣を経由しないで直接報告できる。

CSTはどの省にも属さない政府の審議会である。CSTは政府全体にまたがる科学技術課題を貿易産業大臣
をはじめとした各閣僚に助言を行う。CSTのメンバーは産業界、学術界からなる12名程度であり、年に4
回程度開かれる。CSTの事務局はOSTが行う。
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（2）研究会議局長

研究会議局長（the Director GeneralofResearch Councils）は英国の科学・工学・技

術基盤を維持するために必要な資源に関して貿易産業大臣Ⅰに助言を行うとともに、研究

会議がその使命を達成するために適切な運営がなされているかどうか大臣に助言を行う。

この研究会議局長の下に科学工学基盤部（the Science and Engineering Base

Directorate）があり、OST内の政策課題を扱う。部内には各研究会議担当者がおり、研

究会議との連絡調整窓［］となっている。

3．2．研究会議（ResearChCouncils）

3．2．1．設立経緯

前述のように第一次世界大戦において科学に対する政府の取り組みの重要性が認識され、

1915年に研究会議の原型となった科学産業研究部が枢密院下に設置された。その後、政府の

科学に対する取り組みの検討がなされ、1918年にホルデイン報告書（2．1．1節参照）が出され

た。これに従い、1920年に医学研究会議（the Medical Research Council）が勅許状に基づ

く設置に変更され、その後、1931年農業研究会議（theAgricultureResearchCouncil）、1949

年に自然保護委員会（theNatureConservancy）が設置された。1965年まで、この4研究会

議が特定の省庁に監督されずに枢密院下に置かれ　研究を支援する機関として存続した。その

後、既存研究会議の見直し、．新規研究会議の創設、研究会議担当官庁の見直し等があり、1993

年に出された科学技術白書による大幅な見直しが行われて現在の形態になった。

1994年4月に行われた科学技術白書に基づく見直しでは、それまで5つあった研究会議を

6つに改編し、すべての研究会議をOST下で一元的に監督するように変更した（図3．2．1－1

参照）。さらに、1995年4月に研究会議付属の中央研究所（CouncilfortheCentralLaboratory

oftheResearchCouncils（CCLRC））が工学・自然科学研究会議（EPSRC）から切り離され

独立した研究会議となり、研究会議は合計7会議となり、現在に至っている。なお、研究資金

の助成を行うのはCCLRCを除く6つの研究会議である。

これ以降の記述は主にCCLRCを除く6つの研究会議に共通した事項について述べる。な

お、個々の研究会議については4章で触れる。

ま貿易産業省内の閣外大臣を経由しないで直接報告できる。
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科学技術白書前

経済・社会研究会議（ESRC）

医学研究会議（MRC）

自然環境研究会議（NERC）

農業食糧研究会議（AFRC）

科学工学研究会議（SERC）

一一一一一一→

一一一一一→

≡

科学技術白書後

経済・社会研究会議（ESRC）

医学研究会議（MRC）

自然環境研究会議（NERC）

バイオテクノロジー・生物科学研究会議

（BBSRC）

工学・自然科学研究会議（EPSRC）

素粒子物理・天文学研究会議（PPARC）

図3．2．1－1研究会議の変遷

3．2．2．設立使命

研究会議は、担当分野は異なるものの次に示す3項目の共通した設立使命（mission）を持

っている。

①　高品質な基礎的、戦略的及び応用的な研究とこれに関連した大学院生の教育を推進且つ

支援する。

②　ユーザや受益者の要求に合致する知識及び技術を増進させるとともに科学者及び技術者

を養成し、供給する。それによって、英国の産業競争力と生活の質を向上させる。

③　助言を与え、知識を普及させるとともに科学、工学及び技術の公衆理解を増進させる。

各研究会議の所掌分野と対象として想定されるユーザ又は受益者を表3．2．2－1に示す。

3．2．3．主要業務

研究会議の主な業務は以下とおりである。

①　所管研究所・調査所の一般研究費（職員の給与、経常的研究費、等）及び運営費の配分

②　大学等の高等教育機関、公的研究機関に研究費を助成

③　大学院生、ポストドクター等に奨学資金及び研究資金を支給

④　科学技術の普及啓発活動

以後の記述は上記①②を対象としたものである。
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表3．2．2－1研究会議の所掌分野と想定されるユーザ又は受益者

研究会議 所掌分野　　　　　　　　想定されるユーザ又は受益者

バイオテクノロジ‥生物科　　生物学システム

学　研　究　会　議

（BBSRC）

経済・社会研究会議　　社会科学
（ESRC）

工学・自然科学研究
会議（EPSRC）

医学研究会議（MRC）

自然環境研究会議
（NERC）

素粒子物理・天文学
研究会議（PPARC）

工学及び自然科学（化学、物
埋、数学）

人間の健康維持・増進を目的
とする生物医学及び他の科学

陸上・海洋及び淡水の生物
学、地球・大気・水理・海洋・
極地の科学、並びに地球観測

天文学、惑星科学及び素粒子
物理

農業、食糧、バイオテクノロジー、医薬
品、化学及びヘルスケア産業、並びに大

学及び同種の政府省庁

産業、慈善協会、大学、地域機関・その
他の公共団体、政府省庁及び独立の政策
団体

工学、プロセス、建設、化学、情報技術、
電子工学及び電気・通信の産業、並びに
大学及び同種の政府省庁

健康サービス・ヘルスケアの提供者、医
療機器、医薬品、バイオテクノロジー及
び食品の産業、並びに大学及び同種の政

府省庁

水・建設・プロセス・炭化水素・鉱物・
森林・農業・漁業及びリモートセンシン
グの産業、並びに自然保護・その他の規
制機関・大学及び同種の政府省庁

電子工学及び通信の産業、並びに大学

3．2．4．組織体制

研究会議は、その名のとおり会議の機構が中心であり、これを事務局が支える組織体となっ

ている。

3．2．4．1．会議機構

最上位の意思決定機構であるカウンシル（Council）は学識経験者、産業界、ユーザから選

ばれた12～16名の委員で構成される。このカウンシルの議長は研究会議の会長

（Chairman）であり、副議長は研究会議の最高責任者（ChiefExecutive）が務める。

委員は関係団体等から募られた推薦者を基に研究会議が候補者を決め、OSTに推薦し、OST

の指名委員会で候補者を審査し、貿易産業大臣が任命する。1996年に選定方法の明示性を高

めるために、委員の空席が予想される場合に事前に公にする方式が導入された。
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カウンシルの会合は通常年2～数回開催される。

カウンシルの下には部会、委員会等がある研究会議もあるが、その形態は研究会議によって

異なる。

3．2．4．2．事務局機構

研究会議の会長は非常勤であり、事務局運営の責任者は常勤の最高責任者である。事務局の

組織機構は各研究会議によって異なり、又、研究会議によっては事務局を支援する形式で委員

会が設けられている場合がある。

3．2．4．3．所管の研究所及び調査所

ESRC及びEPSRCを除く4研究会議は配下に研究所又は調査所を有している。これらの研

究所・調査所はかなり自主性が保たれており、職員の給与及び経常的研究費は研究会議本部か

ら一般研究費又は運営費として配分されるが、それ以外は各研究所・調査所が独自に研究会議

の長期的研究資金、競争的資金、各省庁からの受託研究等を獲得して運営している。

3．2．5．業務計画と報告

各研究会議は3～5年程度を見越した中期計画（Corporate Plan）、各年度の業務計画

（BusinessPlan）及び前年度の年次報告書（AnnualReport）の作成が義務づけられている。

中期計画はOSTが実施した技術予測を反映する形で作成される。なお、見直しは3年あるい

は5年毎というわけではなく、適宜実行される。業務計画は当該年度の年度当初にOSTに提

出される。年次報告書は前年度の業務報告を秋頃にとりまとめられる。

また、OSTは各研究会議に対して業績指標（OutputandPerformanceIndicators）を作成

するよう求めており、現時点ではBBSRC、ESRC及びNERCはこれに対応した指標を作成

した。

3．2．6．本部の所在地

MRCを除く5研究会議は10数年前から順次スウインドン（Swindon）市に本部を移転し

た。5研究会議は同一の建物の中にあり、一部の事務的作業、コンピュータ等を共用し、運営

の効率化を図っている。
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3．3．高等教育資金協議会（HEFCs）

3．3．1．経緯

高等教育資金協議会（theHigherEducationFundingCouncils（HEFCs））は、1992年に

制定された継続教育・高等教育法（2．1．5節参照）に基づき、それまでの大学資金協議会（the

UniversityFundingCouncil）とポリテクニク・カレッジ資金協議会（thePolytechnicsand

CollegeFundingCouncil）を統合して、1992年5月に設立された。HEFCsはイングランド、

スコットランド、ウェールズ、北アイルランドの4地域の資金協議会からなる。この4つの

HEFCsの中で助成対象高等教育機関数Ⅰ及び助成資金規模ではイングランドの高等教育資金協

議会（theHigherEducationFundingCouncilforEngland（HEFCE））が圧倒的に大きい（表

3．3．1・1参照）。

以下、そのHEFCEについて述べる。

表3．3．1・1HEFCsと高等教育機関数及び資金規模（1997／98年度）

（「BarkerB．，UniversityResearchintheUKandthe1996ResearchAssessmentExercise」より）

単位百万ボンド

高等 教 育資 金協 議 会 高 等 教 育機 関 数 大 学資 金助 成 総額 研 究 費助 成 額

イ ング ラ ン ド

（H E F C E ）
13 6 3，4 0 5 7 0 4

ス コ ッ トラ ン ド

（S H E F C ）
2 1 5 5 1 10 6

ウェール ズ

（H E F C W ）
13 2 2 0．5 4 1．5

北 アイル ラ ン ド

（D E N I）
★ 1 10 2 0

合 計 4，2 8 6．5 8 7 1．5

＊cvcpHigherEducatlOnStatistics，Autumn1997によると北アイルランドには4つの高等教育棟閑が

ある。

3．3．2．設立使命

HEFCEの使命（mission）は、国家の要請に関連して、財政的に健全な高等教育機関の範

囲において、賃が高く、費用対効果の高い教育と研究を推進することである。

’大学と高等教育カレッジを指す。なお、ここではウェールズ大学及びロンドン大学については1スクール
を1高等教育機関としてカウントする。
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3．3．3．組織体制

HEFCEは研究会議と同様に会議の機構と事務局の機構に分かれる。

3．3．3．1．会議機構

最上位の意思決定機構は理事会（Board）であり、学識経験者及び産業界の有識者から選ば

れた12～15名の委員で構成される。委員は教育雇用大臣から任命され、任期は2又は3年

であり、再任も可能である。委員の選定にあたっては、公募に対する応募者も考慮し、教育雇

用省はHEFCEと協議して候補者を選定する。

理事会議は通常年8回開催される。理事会議には、教育雇用省の代表者が審議には加わるが

票決には参加できない“Assessor”という身分で参加するとともに他のHEFCの代表者もオブ

ザーバーとして参加する。

理事会の下には6つの常設委員会がある。また、適宜、作業部会等が編成される。

3．3．3．2．事務局機構

事務局側の責任者は最高責任者（ChiefExecutive）である。この最高責任者の下に3部あ

る（図3．3．3．2－1参照）。1997年10月1日に教育の質評価担当部署がtheQualityAssurance

AgencyforHigherEducationに移行して現3部体制になった。

大学の研究評価（RAE）の担当者は3名であり、うち2名は他の業務を兼務している。な

お、RAEの評価委員会（60パネル）が運営されるときは臨時にHEPCEの事務職員及び他

のHEFCに事務業務の応援を依頼する。

HEFCEの本部（ブリストル市）の職員数は170名程度である。

図3．3．3．2－1HEPCE事務局の組織図

’常勤職員はもっと少ない。
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3．3．4．HEPCEの予算内訳

HEFCEが所轄している高等教育機関全体の1997！98年度タの予算は収入が91．8億ボンドで

あり、支出が91．3億ボンドである。収入には、HEFCEの助成、研究会議の研究助成、海外

の学生の授業料、慈善団体等からの資金が含まれる。HEFCEが支出する高等教育機関の経常

的経費の助成額は34億ポンド（約6，800億円（1ポンド200円換算））であり、高等教育機

関の財政の3分の1以上はHEFCEを通じた政府の補助金で賄われている。その内訳を表

3．3．4－1に示す。なお、これまで教育と研究の助成割合は慣行的にほぼ一定である。

また、HEFCEの助成は教育費ならば教育の範囲の中でどのように支出するかは被助成機関

の自由裁量である。ただし、教育費と研究費は区別されており、教育費を研究費に流用したり、

その反対に研究費を教育費に流用することはできない。

表3．3”4－1HEFCEの1997／98年度の予算支出内訳

（「HEFCERecurrentGrantsfortheAcademicYear1997＿98」より）

単位：百万ボンド

項 目 助成額 備考

教育 2，380

研究 704
研究評価 に基づ いて配分 され る資金 （Q R ）　 684

ユーザ との共 同研究 に応 じて支払われる資金 （G R ） 20

特定用途 306 特定の教育又 は研究の要請に基づ く経費

予備費 15
研究評価 結果 に基づ く資金配分 の急激な変動 を緩和す るた

めに一時的に支払われる予備費

合計 3，40とi

’学術会計年度は8月1日～7月31日まで
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4．科学予算と研究評価

4．1．科学予算

4．1．1．科学予算の内訳

科学予算（the Science Budget）は大学及び公的研究機関の研究開発のために科学技術院

（OST）を通じて7つの研究会議、王立協会及び王立工学アカデミー（theRoyalAcademyof

Engineering）に支出される政府補助金である。1997／98年度の科学予算は13億ポンド（2，600

億円（1ボンド＝200円換算））であり、その支出先の内訳を図4．1．1・1に示す。この額は、

名目上は10年前（1987／88年度）の6．5億ポンドのちょうど2倍であり、インフレを考慮し

た実質としては10年前の約1．3倍である。

MRC（289．07）

22％

EPSRC（386．373）

29％

総額13億ポンド

（単位：百万ポンド）

図4．1．1－1科学予算の配分（「AllocationoftheScienceBudget1997－98Jより）
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また、研究会議全体の1996／97年度の支出額は約13億ポンドであり、その6割近くが大

学を含む高等教育機関に支出された。研究助成対象機関の内訳を図4．1．1－2に示す。図中の国

際共同研究への拠出金は欧州宇宙機関（ESA）、欧州合同原子核研究機関（CERN）等への拠

出金である。

高等教育機関
（763．6）

59％

総顕13億ポンド

（単位：百万ポンド）

図4．1．1－2　研究会議の助成対象機関内訳（「血locationoftheScienceBudget1997－98」より）

4．1．2．研究の方向付けと自由提案の確保

4．1．2．1．大枠的な方向付け

1994年、研究会議に割り当てられた科学予算が1993年に出された科学技術白書の目的に

沿うよう研究会議局長による審査が行われた。

また、予算配分にあたり、1994年及び1995年に「産業界及び商業界との相互関係の向上」、

「基礎的及び戦略的な科学の強化」、「人間に関連したプログラムの強化」の3項目を主目標と

することが打ち出された。1996年1月に出された1996／97年度の科学予算では、これらの3
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項目を強固にし、発展させることが打ち出された。その結果、研究会議のプログラムは大きく

方向転換が図られ、研究会議の研究活動の約7割が技術予測の優先領域に関するものとなった。

これは、英国の目指す国家目標に向けた重点化策（2．1．3節）と考えられる。

4・1・2．2．Responsivemodeとdirectedmodeの二本立て運用

研究会議が助成する研究課題には、大きく分けて、課題領域を設定せず研究会議の所掌範囲

であれば研究者の自由提案に任せるもの（responsivemode又はnon－directedmode）と、研

究会議が自らの方針として課題領域を予め設定した上で研究者に研究提案を募集するもの

（directed mode）がある。後者は課題領域の設定及び実施形態によりさらに細かく分類され

る。なお、研究会議によってこれらの名称が異なることに注意を要する。

この二本立ての運用は重点化策（2．1．3節参照）と対をなすものであり、重点研究分野に投

資を進める一方で研究者の自由な発想を活かし、新規分野の芽を育てようとする施策である。

鍵を握るのはこの2つのモードの資金配分である。例えば、工学・自然科学研究会議（EPSRC）

では　responsivemodeが50％以上になるような方針を打ち出している。

当然のことながら研究課題の選定基準は、reSPOnSivemodeは研究の貿（quality）であり、

directedmodeは研究の質と同時にその課題領域との関連である。

4．1．3．科学予算配分と運営の効率化

4．1．3．1．運営の合理化

OSTには3・1．2節で示したように投資に見合う価値（ValueforMoney）を増大させるとい

う使命があり、各研究会議に配分される科学予算の中に占める間接経費をできるだけ減らし研

究資金助成にまわそうと努めている。そこで、研究会議の運営をより効果的且つ効率的に実施

するために、1996年にOSTと研究会議は協力して研究会議の幹部組織機構の見直しを行っ

た。その成果として合理化案を作成し、各研究会議は組織機構を簡素化するとともに幹部のポ

ストを減らし、結果的に間接経費を削減した。この見直し作業は、OSTの科学工学基盤部長

を委員長とし、各研究会議の最高責任者の指名者による作業グループを組織し、継続している。

4・1・3・2・Responsivemodeの研究提案に対する提出期日撤廃の動き

EPSRCに始まったresponsive modeの研究提案書提出期日の撤廃はその後バイオテクノロ

ジー・生物科学研究会議（BBSRC）、経済・社会研究会議（ESRC）へと発展している。この

背景には、研究者に対する迅速な結果の回答とともに研究会議側には締め切り直前に集中する

提案書をさばく事務作業を軽減する狙いがある。
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4．2．バイオテクノロジー・生物科学研究会議（BBSRC）

バイオテクノロジー・生物科学研究会議（BiotechnologyandBiologicalSciencesResearch

Council（BBSRC））は、前農業食糧研究会議（AgriculturalandFoodResearchCouncil）と

前科学工学研究会議（ScienceandEngineeringResearchCouncil）の内のバイオテクノロジ

ー及び生物科学プログラム部門が合体して、1994年4月に勅許状（RoyalCharter）に基づ

いて設置された。

4．2．1．組織体制

4．2．1．1．研究資金助成に係る会議機構

BBSRCは、意思決定の迅速化を図ること等を目的に1997年4月に研究資金助成に係る会

議機構を大幅に見直し、カウンシル、経営会議、常設委員会からなる3層構造とした（図

4．2．1．1－1参照）。

（1）カウンシル

カウンシルはBBSRCの会長（Chairman）、研究者出身のBBSRCの最高責任者（Chief

Executive）及び14名の委員から構成される。カウンシルの会合は年3回開催される。

うち、1回は2日間の会合である。

（2）経営会議（StrategyBoard）

（彰　委員構成

経営会議は17名の委員からなり、最高責任者が議長を務め、他の委員構成は一部の

カウンシル委員（2名）、常設委員会委員長（7名）及びBIiSRCとは直接利害関係のな

い第三者からなる。

②　役割

経営会議は、以下に示す業務を行う。

・常設委員会の評価結果の検討

・資金考慮事項の決定

・新規プログラムの評価と推奨

・科学的価値の監督と監視

・大学及び研究機関へのBBSRC支援の審査

・研究者・技術者の養成、装置、設備等のための方針策定

・ユーザパネルのための入力を検討

・欧州連合の研究技術開発（RTI））プログラムの戦略的観点からの検討

・BBSRCの中期計画、実施計画の作成支援

・科学的、戦略的、資金的選択肢をカウンシルに報告

③　運営　　年4回開催
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図4．2．1．1－1BBSRCの組織図（出典BBSRC）



（3）常設委員会（Committee／Directorate）

常設委員会には、5つの委員会（Committee）と2つの部会（Directorate）がある。Directorate

は主にユーザの要求を反映したプログラムを作成するための委員会である。委員候補者は自薦

を含め広く募集される。

常設委員会は次の業務を行う。

・　研究費助成応募者の審査

・プロジェクト毎の奨学資金の配分

・新規プログラムの立案と提案

・優先順位の低い研究嶺域の特定

・　成果報告書の評価

・　研究者とユーザの連携

4．2．1．2．事務局体制

事務局は、1997年9月より図4．2．1．2・1に示す4グループ体制になった。科学技術グループ

（ScienceandTbchnologyGroup（STG））はその中に各常設委員会を担当するプログラムマ

ネジャーを配置している。人材・組織資源グループ（HumanandCorporateResourcesGroup）

の下に評価係（AssessmentBranch（AB））があり、個々の評価方法の検討、BBSRC所管の

研究機関の評価等を行っている。なお、研究費助成に関する評価の役割分担は、ABが評価の

方策を立案し、STGがその運用を行う。

また、事務局の職員数は毎年減少しており、1996／97年はフルタイム換算で165名であった。

≡二≡
図4．2．l．2・1BBSRC事務局の組織図（出典BBSRC）

－29－



4．2．2．研究助成構造

4．2．2．1．助成対象と資金助成区分

BBSRCの研究費助成は、その助成対象から大きく2つに分けられる。それは、所管の研究

機関への一般研究費（職員の給与及び経常研究費）の助成と個々の研究課題に対する助成であ

る。

個々の研究課題に対する助成は、さらに、研究の方向付け主体の観点から“responsivemode”

t”non－reSpOnSive mode”がある。前者はBBSRCの所掌範囲あるいはBBSRCが定めた特定

の研究領域に対して研究者が自由な発想で課題を提案できるモードである。ただし、このモー

ドの助成対象は大学及びBBSRC支援研究機関の研究者に限定される。一方、後者はそれ以外

の研究助成であり、BBSRCが特定の目的を定めたり、大学ばかりではなく非営利の研究団体

等も助成対象としたものなどがこれにあたる。BBSRCにおいて「プログラム」と呼ばれるも

のは最長5年程度継続する研究助成であり、ユーザ要求に呼応し、学際的であり、通常、産業

界の協力を得て行われ、単発的な対応では処置できないときに設定される。

4．2．2．2．研究資金助成内訳

BBSRCの1996／97年度の予算は183．8百万ポンドであり、その収入の9割以上がOSTの

科学予算から支出された政府の補助金である。一方、支出は図4．2．2．2－1に示すとおり大学へ

の公募提案型による研究費助成（University Project Grants）が全体の4分の1強の50百万

ポンドであり、それよりやや少ないもののほぼ同額がBBSRC支援研究機関に配分される一般

研究費助成－「競争的戦略（Competitive Strategic Grants）」と呼ばれる－である。こ

の2つ研究助成費が全体資金の半分以上を占める。
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総額187．6百万ポンド

（単位・百万ポンド）

10　　　　　20　　　　　30　　　　　40　　　　　50　　　　　60

感
欄
肇
図4．2．2．2－11996／97年度のBBSRC支出予算（「BBSRCAnnualReport1996－97」より）

4．2．3．研究の方向付け

BBSRCは研究助成にあたり、課題選定のための評価規範として科学的優秀性（exce11ence）

とBBSRCの戦略との関連（strategic relevance）をあげるとともに、表4．2．3－1に示すカウ

ンシルレベルの優先研究分野を示している。

また、常設委員会も研究領域の方向性を示したり、プログラム毎に評価基準（criteria）を

設けている場合がある。

－31－



表4．2．3－1BBSRCの優先研究分野（出典BBSRC）

伝達性海綿状脳症 （tran sm issible spongifo rm encep halopath ies）

構造生物学 （stru ctu ralbiology）
農学上重要な形質のゲノム分析

（genom e analy sis of agricultu rally im p ortan t traits （G A IT））

微生物ゲノムの捕獲 （acquisition of mi crobial gen om ics （A M G））

4．2．4．研究費助成と評価

ここでは研究費助成の中心となる“responsiveresearchmode”の評価過程について述べる。

他の研究費助成モードも多少の違いは見られるものの基本的な考え方は変わらない。なお、こ

のモードはそれまで設けていた提案書提出期限を撤廃し、研究者はいつでも提案書を提出でき

るように変更された。

4．2．4．1．研究課題の選定－事前評価

（1）評価過程

研究者からの提案は二段階で審査される。一次審査は、提案課題の科学的メリットを評

価するために専門家の審査員による書類審査であり、二次審査は、一次審査結果を基に各

常設委員会においてカウンシルの方針及び委員会の優先順位に基づいて評点づけられる。

（2）評価手法

①書類審査

研究者からの提案書は少なくとも2名以上の審査員（望ましくは4名）により、4段階

（“outstanding”，“COmpetitive”，“nOn－COmPetitive”，“reject”）で評価され、2名以上の審

査員から“non－COmpetitive”，“reject”と評価された提案は、1名以上が“outstanding”もし

くは2名以上の“competitive”がなければ不適格となる。

提案者は、審査員候補者を2名推薦することができる。ただし、その推薦者を使用する

かどうかはBBSRC側の判断である。BBSRCは審査員候補者のデータベースをもってお

り、これを活用して、プログラムマネジャーが審査員を決める。

審査員は1枚の審査用紙の表面と裏面にコメントを記入する。表面の複写は提案者にも

送付されるが、裏面は委員会にのみ報告される。提案者は審査員のコメントに対して回答

することができる。この回答も委員会へ提出される。

②委員会による評点付け

常設委員会は書類審査を通過した提案を予め決められた評価基準等を基に0～9の10
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段階に評点づける。提案者には評価結果のみが示される。

③評価結果の扱い

研究費は評点上位者から配分される。1996／97年度の応募数と採択数を表4．2．4．1－1に

示す。

表4．2．4．1－］＿　応募数と採択数（1996／97年度）（出典BBSRC）

E空一一空’－三1

4．2．4．2．進行管理－途上評価

BBSRCは個々の研究者との契約にあたり、すべての研究に対して定期的に進行管理を行う

権利を留保している。具体的な執行は、課題設定時に常設委員会が特定研究課題（project）

に対して、適切な時期に審査を行うことを決める。

4．2．4．3．成果とその評価－－事後評価

（1）研究成果の提出義務

研究者は研究助成が終了後、3ケ月以内に所定の様式により成果報告書を提出すること

が義務づけられている。なお、報告書の提出期限を守らない研究者は以後の研究費が助成

されない。

（2）成果の評価

成果報告書は常設委員会の委員に送られ、表4．2．4．3・1に示す5段階で評点される。なお、

時間の経過により常設委員会の委員のメンバーが変わるため評価者は事前評価時の委員と

は異なる。また、常設委員会の委員以外の評価者による審査が行われる場合もある。

評価者のコメントは研究者に通知される。また、この評価結果は将来の研究費助成に影

響を与える場合がある。
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表4．2．4．3・1成果報告書の評点と定義（原典BBSRC）

評点 定 義

5
か な り科 学 的 に 重 要 な 成 果 を優 れ た 経 費 効 率 方 法 で 生 み 出 した 非 常

に高度 な研 究

4 所期 の 目的 に適 合 し、且 つ そ の分 野 で 十 分 な知 識 を付 加 し得 た研 究

3
関 連 した 目的 に適 合 し、 且 つ そ の 分 野 で 十 分 な 知 識 を付 加 し得 た研

究

2
所 期 の提 案 書 か ら期 待 され た 知 識 へ の 貢 献 及 び コ ス ト効 率 が 不 足 し

た研 究

1
所 期 の 目的 又 は 関連 した 目的 に言 及 で きず 、 そ の 分 野 の 十 分 な 知 識

付 加 が で き な か った研 究

4．2．5．支援研究機関の評価

4．2．5．1．評価方針

BBSRCは、1995年10月に8つの所管の研究所及び他の省庁や大学と共同で運営してい

る2つの研究センター（表4．2．5．1－1参照）への一般研究費助成に、4年毎の研究実績に応じ

た配分を行う制度を採用した。これはちょうど5章で述べる英国の大学研究評価（RAE）と

同じ考え方である。なお、所管の研究所といっても、研究所運営上は基本的に独立していて、

図4．2．5．1・1に示すように研究プロジェクト契約という形態でBBSRC以外の機関から　35～

70％の研究資金を調達している。また、BBSRCもこれを奨励している。

研究機関の評価は過去4年間の実績（Retrospective）と将来性（Prospective）を100点満

点で評価し、これを基に次の4年間の各研究機関の一般研究費の割当てが決められる。なお、

急激な資金配分の変動による影響を避けるため、各々の研究機関における資金配分の最大変動

幅を5％以内に押さえることとしている。
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表4．2．5．1－1機関評価対象研究機関（出典BBSRC）

所管研究所

バブラハム研究所（BabrahamInstitute）

耕地作物研究所（InstituteofArableCropsResearch）
家畜衛生研究所（InstituteforAnimalHealth）

食品研究所（InstituteofFoodResearch）

草地・環境研究所（InstituteofGrasslandandEnvironmentalResearch）
ジョン・イネスセンター（JohnInnesCentre）

ロスリン研究所（RoslinInstitute）

シルソー研究所（SilsoeResearchInstitute）

他省庁又は大学との共同運営研究センター

園芸研究所（HorticultureResearchInternational）

生化学工学先端センター（AdvancedCentreforBiochemicalEngineering）

0％　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％　　100％

GOV：各省庁　I：産業界　　EU：欧州連合

図4．2．5．1－1BBSRC所管研究所の資金調達状況（出典BBSRC）
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4．2．5．2．評価システム

（1）評価システムの設計過程

BBSRCは機関評価の実施にあたり、評価手順と必要情報の試案を1995年12月に作成

し、評価対象である研究機関の所属長及び経営会議の前身であるScienceandEngineering

BaseBoardとTbchnologyInteractionBoardの委員に回覧し、意見を求めた。修正版は、

1996年2月に研究機関の所属長及びBoardの議長に再び回覧し、確定した。

（2）評価項目と配点

評価項目は大項目としては過去4年間の実績と将来性であり、その配点を表4．2．5．2・1に

示す。

表4．2．5．2－1評価項目と配点（出典BBSRC）

評価項目

実績（Retrospective）

科学的質（QualityofScience（QS））

戦略的なユーザとの関連（StrategicRelevance（SR））

ユーザとの技術的相互関係（TbchnologyInteraction（TI））

研究者・技術者養成（Training）
外部資金獲得（OpenFunding（OF））

将来性（Prospective）

合計

33点
22点
11点
5点
11点

（3）評価過程

評価は訪問調査団（VisitingGroup）の活用の観点から大きく二段階に分けられる。第一

段階は、科学的質、戦略的なユーザとの関係、ユーザとの技術的相互関係、及び外部資金

獲得の各項目を主に提出書類を基に評価する。第二段階は第一段階の評価結果を参考とし、

訪問調査団により研究者・技術者養成環境、研究機関の将来性（次期4年間）が評価され

る。

（4）評価細目、評価尺度、評価手法及び属性

評価細目毎の評価尺度、評価手法及び属性を表4．2．5．2－2に示す。各細目における評価の

特色は次のとおりである。
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表4．2．5．2・2　評価細目毎の評価方法（1／2）（原典BBSRC）

評価細 目 評価尺度 評価手法 属性又は入力情報 備考

科学的質 （Q S） 評 点は R A E 96 同様 に 7 段 階 評価分野 B B S R C の一般研究費で給与を 評価対象期間 ：199 2 年 4 月～

（1 ～ 5 央）である。

評価基準

・著作物 又 は審査が あ る成果
物 の科 学 的又は技術 的優秀

研究 リー ダー を最小評価 単 得 て いる研 究 リーダー を対象 199 6 年 3 月

位 とし、下 記 の専門委員会 で

評価される。

専門委員会 による評価

として以下 の情報 を提出。

・指定期 日における研究者数

・評価対 象期間 の研 究 リー ダ

ー とそのスタッフの詳細

指定期 日 ：19 96 年 3 月 3 1 日

さ ・常設委員会の comi ttee に ・評価対 象期間 内の研 究 リー

・研 究 リー ダーの優秀 性 と当 対 応 した 5 つ の委員会 を設 ダー毎の著作物 （4 件まで）

該課題 に対する貢献度 置

・委員構成は R A E 92 及び 9 6
の評価 メ ンバー と一部 の常

設委員会委員

・評価 対 象期間 内 に研 究 リー

ダーが得た表彰

参考情報

・所属長概要説明及び組織 図
戦略的なユーザ との関連 鳴R ） ・B B S R C の戦略 又 は技 術予 専門委員会 による評価 B B S R C の資金で賄われて いる 指定期 日 ：19 96 年 3 月 3 1 日

測 との関連 （酉己点6 ）

・ユーザ との協力 （配点 3 ）

・学際的研究 栖己点 1）

・常設委員会の D irectorates 研 究 プ ロジェク トを含 む プ ロ

グラム につ いて指定 され た情

報を提出

ユ ー ザ との 技 術 的 相 互 関 係 政策 ：各機 関が持 って いる方 委員会 による評価 ・技術活 用 に関す る方針や 活 評価 対象期 間 ：199 4 及び 9 5

巾 ） 針や考 え方 の有無 （6 項 目） ・ユーザ関係者による委員会 動を吉改 注したもの 年度

実績 ：ユーザ とのつなが り （4 ・各機関の代表者 との対話 （1 ・特許数 、 コンサ ル タ ン ト依

項 目） 時間） 頼、等



表4．2且2－2　評価細目毎の評価方法（2／2）（原典BBSRC）

評価細 目 評価尺度 評価手法 属性又は入力情報 備考

研究者 ・技術者養成 佃 ） 定量的 定 量的デ ータ と委員 会 による ・大学 院生数 （博 士課程 、修 対象期間 ：199 2～199 5 の学術

・大 学院生数 、ポス トドクタ 訪問調査の組み合わせ 士課程） 年度

ー数 委員会構成 ・博士号取 得率 、修士 号取得

・他博 士号奴 得 率、修士号 取

得率

・その他の研修
定性 的

・教育研修環境

・有識者 率

外部資金獲得 （O F ） B IIS E C の一般研究 費供与の外 数値比較 外部資 金 と一般研 究費 の比率 対象期間 ：199 2 年 4 月～19 96

部資金獲得への効果 を算出 年 3 月

将来性 評価尺度と配点 委員会による評価 ・次期 4 年の計画書

・科学への貢献度 （配点 4．5） ・有 識者か らな る訪 問調査 団 ・Q S，SR ，叩 ，O F の評点結果

・研 究者が集合 す る ことの意 によ る評価 （各機 関毎 に編 ・所属 長概要 説明 、組織 図 を

義 （配点 4．5）

・研究 所の将来プログラム （配
点 4．5）

・研 究 所 の将 来 戦 略 （配 点
4．5）

成） 備えた経理概要

・第一段階の提出資料

備考



①　科学的質

評価方法は大学の研究評価（RAE）とほぼ同じ方法を採用している。なお、科目に代

わるものが5つの評価委員会の担当分野である。研究リーダーの業績は5つのうちのどこ

かの評価委員会で評価される。RAEと同様に評価の最小単位は個人の業績である。

②　戦略的なユーザとの関連

この項目は、ユーザ要求に適合した研究を実施しているかどうかを評価することを意図

している。この評価はプログラムレベルをBBSRCの戦略から見た視点、ユーザとの協力

から見た視点、学際的視点の3点から評価する。

③　ユーザとの技術的相互関係

各機関が持っている技術の活用促進方策及びユーザとのつながりを、ユーザを加えた委

員会が各機関の代表者と1時間面談を行い、評価する。

④　研究者・技術者養成

大学院生数等の数値データを基に定量的なデータを揃えるとともに、教育研修環境を含

めた質について有識者からなる訪問調査団がこれを評価し、両者を組み合わせて最終評価

とする。

評価委員会は単一ではなく、それぞれの評価細目に合わせて、委員会を個別に構成する。

特に重要となるのが、訪問調査団である。訪問調査団は各機関ごとに編成される。訪問調査

団の委員長は通常、カウンシル又は経営会議のメンバーが務め、委員は大学、省庁、研究所、

必要に応じて産業界及び農業者等から選ばれる。なお、国外の委員が最低1名は含まれる。

（5）評価日程

1992年4月～1996年3月の機関評価日程を表4．2．5．2－3に示す。

表4．2．5．2－3　評価日程（出典BBSRC）

作業項目　　　　　　　　　　　　　　　　　期日

評価手順と必要提出情報の詳細案内発送

第一段階（実績評価）の資料提出締め切り

科学的質、戦略的な関連、技術的相互関係及び外
部資金獲得の評価

訪問調査団の訪問調査

訪問調査団委員長、各常設委員会委員長、最高責
任者の会合

カウンシルは評価結果を基に1998／99年度の所管
研究所に割り当てられる一般研究費を決定

1996年3月末

1996年6月末

1996年10月末

1996年11月～1997年10月

1997年12月

1998年1月
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4．2．5．3．評価結果と一般研究費配分の調整

評価終了後に、訪問調査団委員長、各常設委員会委員長及び最高責任者による研究機関の評

点結果の確認と一般研究費の配分案が作成される。この会合では、次の3点が議論となる。

（1）訪問調査団の報告書、各研究機関の科学的質、戦略的なユーザとの関連、ユーザとの技術

的相互関係の評点結果、及び所属長の意見を考慮し、調整を行う。

（2）相対的順位が確保されるなら、訪問調査団の評点を緩和する。

（3）（1）と（2）の結果、合意された評点を基に1998／99年度の一般研究費の配分額を提言する。

カウンシルは評価結果を考慮して一般研究費の配分額を決めると同時に、訪問調査団の調査

結果について訪問調査団の各委員長に報告させるとともに所属長にそれに対する回答を求める。

4．2．6．業績指標

BBSRCは設立当初からミッション達成度を示す方策として、業績指標（Output and

PerformanceIndicators）を導入した。業績指標には、奨学生数、組織内の各種委員会への産

業界からの委員採用率、女性研究者の比率、著作物の数、競争的資金の獲得額、共同研究テー

マ数、外部との関連（職員の派遣・受け入れ等）等の項目がある（付録2参照）。すべての研

究に対してこれらデータを収集しようと試みているが、現段階では所管の研究所からのデータ

が主体である。これらのデータは毎年更新され、OSTにも提出される。
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4．3．経済・社会研究会議（ESRC）

経済・社会研究会議（EconomicandSocialResearchCouncil（ESRC））は、1965年に勅許

状（RoyalCharter）に基づいて設置された前社会科学研究会議（SocialScience ResearCh

Council）が1980年代に名称を変更したものである。

4．3．1．組織体制

4．3．1．1．研究資金助成に係る会議機構

ESRCの研究資金助成に係る会議機構はカウンシルとその下の4つの部会から構成されて

いる（図4．3．1．1－1参照）。

（1）カウンシル

カウンシルはESRCの会長（Chairman）、研究者出身のESRCの最高責任者（Chief

Executive）及び12名の委員から構成される。各委員の就任期間は通常2～4年間である。

（2）部会（Boards）

各部会の部会長は通常カウンシルの委員が務め、各委員はカウンシルによって任命され、

委員の任期は一期2年で二期までである。各部会は以下に示す役割を担う。

①　研究優先部会（RPB）

研究センター（後述）と研究プログラム（後述）の設定と運営管理を行う。

②　研究助成部会（RGB）

研究グラント（後述）と奨学資金等の運営管理を行う。

③　研究資源部会（RRB）

研究に必要なインフラストラクチャ及び資源の開発計画を策定する。また、これに関す

る研究プログラム及び研究プロジェクトの運営管理を行う。

④　大卒者研修部会（PTB）

大学院生等に対する研究者としての養成計画を策定し、様々な養成制度の運営管理を行

う。

（3）その他の関連グループ

上記部会以外に、施策、プログラム及びプロジェクトレベルの成果評価結果の審査を行

う研究評価運営グループ（ResearchEvaluation Steering Group）、ユーザ★との協力に関

する強化策を策定する渉外アドバイザリーグループ（ExternalRelationsAdvisoryGroup）

等がある。

Ⅰ社会科学の場合のユーザとは、研究成果の利用者、潜在的な技術者及び貢献者からなる多様な集団である。
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図4．3．1．1・1ESRCの組織図（出典ESRC）

4．3．1．2．事務局体制

事務局は、最高責任者の下に5部ある（図4．3．1．2－1参照）。研究部（Research）はRP］3、

RGB、RRBの運営事務局を務めるとともに、社会学研究の経験のある専門職員からなる研究

支援チーム（ResearchSupportTbam（RST））が研究プログラムの設定、研究課題提案の選定

等の作業を支援する。RSTは担当研究分野別に3つのチームに分かれている。また、政策部

（Policy）内の政策評価課（PolicyandEvaluationDivision）には4名の評価担当者がいる。

事務局の職員は毎年減少しており、他の研究会議と共有している職員を除き1996／97年度

はフルタイム換算で93．5名であった。
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図4．3．1．2－1ESRC事務局の組織図（出典ESRC）

4．3．2．研究の方向付け

4．3．2．1．優先主題の導入

ESRCはその設立使命に沿い、OSTが行った技術予測の成果を反映し、ESRCが助成する

研究の重点化を図るために優先主題（Thematic Priorities）という制度を導入した。優先主

題は漠然とはしているものの、今後10年間のユーザの要求や興味及び研究者の科学的研究課

題を組み合わせたものである。優先主題は、それ自身をブレークダウンして研究課題を導くた

めのものではなく、ESRCの意思決定の際に優先順位をつけるためのものである。

4．3．2．2．優先主題の活用

研究センター、研究プログラム等の新規案件は優先主題枠内の提案が優位となる。ESRC

の1996！97年度予算の65％は優先主題に関係したものであり、ESRCはこれを2000／01年度

には80％まで引き上げる方針である。なお、研究グラントの選定は優先主題に直接に左右さ

れないように配慮されている。

4．3．2．3．優先主題の形成過程

優先主題は、1994～95年にかけて社会科学関係者、公的及び民間機関のユーザとの間でこ

れまでにない規模の協議を行って作成された。

社会科学者との協議には、社会科学系の学会を通じた大学関係者、ESRCの研究センター
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及び研究プログラムの担当長（director）、ESRCのカウンシル及び部会の委員が含まれる。

一方のユーザとの協議は、議会、政府、経済界、及びその他のグループの重要な意見形成者と

協議するとともに、政府、経済界等に400通以上の質問表を送付して意見を求めた。この両

者の協議とOSTが行った技術予測の結果等を組み合わせて9項目の優先主題を策定した。

4．3．2．4．優先主題の見直し

優先主題は時代とともに変わるべきものであり、カウンシルと各部会は毎年その主題項目の

定義を見直すとともに、2～3年毎に大学関係者及びユーザとの協議による大幅な見直しを行

うこととしている。

1996年秋～1997年春にかけて後者の最初の見直しが行われた。これには学会、大学、ほと

んどの政府機関、100機関程度の主要経済界関係者が参加した。この結果、優先主題の項目及

び範囲が見直された。改訂された優先主題を表4．3．2．4－1に示す。

表4．3．2．4－1ESRCの優先主題（ThematicPriorities）－1997年改訂（出典ESRC）

経済業績と開発（EconomicPerformanceandDevelopment）

環境と持続（EnvironmentandSustainability）

グローバル化、地域及び新規市場（Globalisation，RegionsandEmergingMarkets）

統治、規制及び説明責任（Governance，RegulationandAccountability）

技術と人（TbchnologyandPeople）

技術革新（Innovation）

知識、伝達及び学習（Knowledge，CommunicationandLearning）

寿命、生活様式及び健康（Lifespan，LifestylesandHealth）

社会への包含と排他（SocialInclusionandExclusion）

4．3．3．研究助成構造

4．3．3．1．研究費助成区分

ESRCは、所管の研究機関がなく、競争的研究費の助成のみを行っている。ESRCの研究

費助成には大きく「研究センター（research centers）」、「研究プログラム（research

PrOgrammeS）」、「研究グラント（researchgrants）」の3種類の制度がある。これ以外に「研

究資源（research resources）」と呼ばれるデータ収集及び情報技術を発展させるための研究
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助成費等もある。なお、研究資源は、個々の研究助成対象に対して研究センター、研究プログ

ラム、研究グラントのいずれかの形態をとる。

（1）研究センター（researchcenters）

ESRCは長期にわたる経済・社会科学研究の拠点を英国内の大学又は研究機関に設ける

ために「センター」又は「グループ」と呼ばれる研究助成を行っている。センターは通常

10年間の研究であり、年間200，000～500，000ポンドが助成されるこ一方、グループは5

年以下の研究であり、年間100，000～500，000ポンドが助成される。

（2）研究プログラム（researchprogrammes）

ESRCが選定した特定の研究領域の研究に対する助成である。個々の研究課題は英国全

土から募集される。

（3）研究グラント（researchgrants）

ESRCの所掌範囲であれば研究者が制約なしに提案できる研究費助成である。助成額は

2，000～75，000ポンドである。本研究グラントは1997年11月より提案書の提出期日が廃

止され、研究者はいつでも提案書を提出できるようになった。

4．3．3．2．研究資金助成内訳

ESRCの1996／97年度の予算は65百万ポンドであり、その収入の95％以上がOSTの科学

予算から支出される政府の補助金である。一方、支出はその3分の2の42．8百万ボンドが大

学等への研究費助成であり、残りの3分の1は大学院生やポストドクターのための奨学資金等

である。

研究費助成の内訳を図4．3．3．2－1に示す。
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研究プログラム
（12．4）

29％

（単位：百万ポンド）

図4．3．3．2－1研究費助成の内訳（「ESRCAnnualReport1996／97」より）

4．3．4．研究センターと評価

4．3．4．1．研究センターの設立－事前評価

（1）研究センター募集案内の発出

ESRCは毎年、優先主題に関連する特定の研究課題（researchtopic）を指定して、研究

センター候補となる研究機関を募っている。

（2）研究センター候補の選定

①　評価基準

科学的な優秀性（excellence）及び完結性（integrity）並びに研究成果の潜在的ユーザ

及び受益者との関係（relevance）である。

②　評価過程

研究者からの提案は二段階で選考される。第一段階は提案者から提出された概要
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（outline proposal）をRPBの特別分科会（short－1istingpanel）が選考する。第一段

階の通過者には詳細な提案（振11proposal）の提出が求められ、第二段階は専門家及びユ

ーザによる審査を経てRPBが最終候補を選定する。

③　第一段階の選考

特別分科会には大学関係者以外のユーザもある程度含まれる。第一段階では、学術的先

見性並びにESRCのミッション及び優先主題の達成可能性の両面が評価される。

④　第二段階の選考

一次審査として、提案書は提案者が推薦する2名の大学関係者及び2名のユーザの審査

員並びにESRCが指名する大学及び大学以外の関係者の審査員による審査が行われる。

また、これ以外にユーザ関係者のコメントを求める場合もある。

次に、専門家による審査結果を基に、資金状況も加味して、RPBは研究センターの最

終候補をカウンシルに推薦する。

⑤　応募数と採択数

研究センターの1996／97年度の応募数と採択数を表4．3．4．1－1に示す。

表4．3．4．1・1研究センターの1996／97年度の応募数と採択数

（「ESRCAnnualReport1996／97」より）

概要提案数 詳細提案数 採択数

68 8 2

4．3．4．2．研究センターの運営

研究センターはセンター長（director）がチームを編成して研究を行う。研究センターには

研究の進捗を協議するアドバイザリー委員会（advisory committee）が組織される。多くの

アドバイサリー委員会は、通常、潜在的ユーザの代表者が委員長となり、少なくとも3名のユ

ーザ関係者が参加する。センターの場合は、アドバイザリー委員会の委員長の選定にあたって

はESRCと提案機関との合意が必要であるとともにESRCは3分の1の委員を指名する権利

がある。

4．3．4．3．研究センターの進行管理－途上評価

（1）進捗報告

研究センターは毎年、進捗報告書をRPBに提出することが義務づけられている。この報
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告書には、研究実績指標並びに経済界、産業界又はユーザとの協力関係を示す指標が含ま

れる。

（2）中間評価

研究センターは4年経過後にRPBの名の下でそれまでの成果に対する簡単な評価が実施

される。これは、次の5年間の研究の継続か否かを決めるためのものである。具体的には、

書類審査並びにユーザ及び大学関係者からなる評価委員会による評価がとりまとめられ、

RPBに報告される。

10年を越える研究が必要な場合は、8年後に延長するかどうかの評価が行われる。延

長は5年間のみである。

4．3．4．4．研究センターの成果の評価－事後評価

研究センター契約が完了する前後に研究評価運営グループの名の下で成果の評価が行われる。

具体的には、書類審査並びにユーザ及び大学関係者からなる評価委員会による評価がとりまと

められ、研究評価運営グループに報告される。

4．3．5．研究プログラムと評価

4．3．5．1．研究プログラムの立案－事前評価

研究者及びユーザから寄せられた新規プログラム構想（idea）はRPBの承認を得て研究部

内にあるRSTが評価し、新規プログラムに発展させる。

4．3．5．2．研究プログラムの運営とプロジェクトの設定・進行管理－途上評価

（1）プログラムの運営

プログラムが設定されるとプログラムディレクターが指名され、アドバイザリー委員会

（advisory committee）が組織され、研究課題（プロジェクト）の募集が行われる。プロ

グラムディレクターは主に大学の研究者である。

（2）プロジェクトの選定

（む　評価過程

研究者からの研究提案は二段階で選考される。第一段階は提案者から提出された概要

（outlineproposal）をプログラムアドバイザリー委員会（programmeadvisorypanel）

が選考する。第一段階の通過者には詳細な提案（振11proposal）の提出が求められ、第二

段階は専門家及びユーザによる審査を経てプログラムアドバイザリー委員会がRPBへの

提言を作成する。RPBはプログラムアドバイザリー委員会の提言を検討し、決定する。

②　応募数と採択数

1996／97年度の研究プログラム別の研究課題の応募数と採択数を表4．3．5．2－1に示す。
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表4．3．5．2－11996／97年度の研究プログラム別研究課題の応募数と採択数

（「ESRCAnnualReport1996／97」より）

1996／97 年度のプログラム 概要提案数 詳細提案数 採択数 採択率☆（％）

Ch ildren 5－16 296 57 22 38

C ities：C om petitiven ess an d

C oh esion 156 53 23 43

H eal th V ariation s 132 30 13 43

E urop ean C ontext ofU K

Scien ce P olicy P h ase III 17 6 35

In nov ation P h ase II 120 29 12 4 1

R isk an d H u m an B eh aviour

P h ase II
172 24 11 46

☆採択数／詳細提案数

（3）プロジェクトの進行管理

プログラムアドバイザリー委員会は個々の研究プロジェクトから年次報告を受ける。

4・3・5．3．研究プログラムの成果評価－事後評価

研究助成終了後、成果報告書の提出が義務づけられており、研究グラント同様に評価が行わ

れる。

4．3．6．研究グラントと評価

4．3．6．1．研究課題の設定－事前評価

1997年11月の提案書提出期日の撤廃に伴い、提案書受付から回答までの期間を短縮する

よう評価システムの見直しが行われた。これまで、提案受付から回答まで約5ケ月を要したが、

今回の見直しで、40，000ボンド以下の研究課題は14週に、40，000ボンド以上の研究課題は

22週にする予定である。以下、新システムについて述べる。

（1）評価基準

科学的メリットである。これには学術研究としてのメリットばかりではなく、ユーザか

らみたメリットも含まれる。なお、優先主題にはよらない。

ナ研究グラントの約半分は40，000ボンド以下である。
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（2）評価過程

助成怨が40，000ボンド以上の提案書は二段階で審査される。

（quality）を評価するために外部専門家による書類審査であり、

審査の結果を参考にして評点付けを行う。

助成額が40，000ボンド以下の提案書は一次審査が省かれる。

一次審査は提案課題の質

二次審査はRGBが一次

（3）評価手法

①書類審査

提案書は事務局側が選んだ数名’の学術研究側の審査員（re伝ree）とユーザ側の審査員

（reviewer）に送られる。学術研究側の審査員は学術研究としての質を表4．3．6．1－1に示

す5段階に基づいて評点づけるとともに必要なコメントを記述して事務局に回答する。一

方、ユーザ側の審査員はユーザとしての意見を表4．3．6．1－2に示す3段階に基づいて評点

づけるとともに必要なコメントを記述して事務局に回答する。審査員には3週間で回答す

ることが求められているが、審査員の都合で遅れる場合も多い。

提案者は審査員候補者を推薦することができ、通常、その中より大学関係者及びユーザ

関係者各1名が審査員として選ばれる。他の審査員は事務局側がESRCの持つデータベ

ース等を基に選定する。

審査員の評点平均がBata以下の提案はこの時点で不採択となり、二次審査にはまわさ

れない。

表4．3．6．1－1提案書の学術研究としての評点（原典ESRC）

評点 定義

A lp h a 研究分野 の知識の増進 と発展 に寄与す る研 究

A lp h a ＋ 非常 に優秀 （ou tsta n d in g）

A lp h a 重要 （im p orta n t）

A lp h a － 意義 （sig n i丘ca n t）あ り

B a ta 妥当であるが、その研究分野の発展 にあま り寄与 しない

R eje ct 不適格

100，000ボンド以下は3～5名、100，000ボンド以上は7～9名
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表4．3．6．1－2　提案書のユーザから見た評点（原典ESRC）

評点 定義

H igh ユーザ に とって非常 に重要

W orthy
妥 当で あるが、政策及び実行 にあま り関係がな く、

しい

緊急 性 も乏

R eject 不適格

（訝委員会による評点付け

一次審査を通過した提案は、RGB会合前に、各委員に提案書と審査員のコメントが配

布される。また、RGB会合の準備のために、1提案書につき2名のRGB委員が同提案書

の詳細な審査と評点案づくりを行う。RGB会合で各提案書の最終的な評点が決められる。

RGB会合は年4回開催される。

（4）評価結果の扱いと研究費

審査員から要望がない限り、最終結果と審査員のコメンドは審査員の氏名を秘匿して、

提案者に通知される。1996／97年度の研究グラントの応募数と採用数を表4．3．6．1－3に示す。

表4．3．6．1－3　研究グラントの1996／97年度の応募数と採択数ま

（「ESRCAnnualReport1996／97」より）

応募数 A lpha の数 採択数 採択率

896 647 181 20．2％

☆ROPAを除く

ヰ審査員の評点は提案者に通知されない。
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4．3．6．2．進行管理－途上評価

ESRCは、研究者の事務的作業を軽減するために年次進捗報告書の提出を要求していない。

それでも特に進捗報告書を求める場合は課題設定時に研究者に通知する。なお、被研究費助成

者が追加資金を要望する場合は、1～2ページの進捗報告書の提出が求められる。

4．3．6．3．成果とその評価－事後評価

（1）研究成果の提出義務

研究者は、研究助成終了後3ケ月以内に所定の様式に従い成果報告書を提出するよう義務

づけられている。もし、期限以内に提出されない場合は、以後の研究助成が認められないと

ともに研究助成費の最終支払いが実施されない。

（2）成果の評価

成果報告書は審査員（必ずしも事前評価者と同一者とは限らない）によって評価される。

そして、その結果が次回の研究提案審査に反映される。
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4．4．工学・自然科学研究会議（EPSRC）

工学・自然科学研究会議（EngineeringandPhysicalSciencesResearchCouncil（EPSRC））

は前科学工学研究会議から工学と物理科学部門が分離独立して、1994年4月に勅許状（Royal

Charter）に基づいて設置された。EPSRCは資金規模では6研究会議中で最大である。

4．4．1．組織体制

4．4．1．1．研究資金助成に係る会議機構

EPSRCの研究資金助成に係る会議機構はカウンシルとそれを支援するパネルから構成され

ている。

（1）カウンシル

カウンシルはEPSRCの会長（Chairman）、研究者出身のEPSRCの最高責任者（Chief

Executive）及び12名の委員から構成される。カウンシルの会合は年6～7回開催される。

通常は3～4時間の会議であるが、プログラム（後述）の優先順位付け及び資金配分を議

論する時は1日かける。

（2）パネル

EPSRCは政策課題、プログラムの内容及びプログラム間の資金調整を最高責任者を通じ

てカウンシルに助言する技術機会パネル（TbchnicalOpportunities Panel（TOP））とユー

ザパネル（UserPanel（UP））＊の2つのパネルを設置している。TOPは主に大学の研究者

12名で構成され、一方のUPは産業界、官庁の経営幹部12名程度からなる。

TOP及びUPは年4回、1回が2日間の会議として開かれる。

4．4．1．2．事務局体制

事務局は、最高責任者の下に工学・科学部（Engineering and Science）、計画・伝達部

（PlanningandCommunication）、経理・総務部（FinanceandAdministration）の3部が

設けられている。

各プログラムには「プログラムマネジャー」と呼ばれる担当者がいる。プログラムマネジャ

ーは工学・科学部長の指揮下に置かれている。EPSRCではプログラムマネジャーが中心的な

役割を演じており、このプログラムマネジャーを補佐するために、副プログラムマネジャーチ

ームがある。プログラムマネジャーは必ずしもその分野の専門家である必要はないが、研究者

及びユーザと密接に連携することが求められる。特に、Colleges（後述）を通じた連携が重要

となる。

＊　ここで言うユーザとは、EPSRCの成果（研究成果と大学院生等の配属研修生）に興味を示すものの総称で
あり、具体的には産業界、商業、サービス業界、学界、官庁等を意味する。
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また、事務局の職員数は毎年減少しており、他の研究会議と共有している職員を除き1996／97

年度はフルタイム換算で294名であった。

4・4・1・3・Colleges

EPSRCは、研究提案書の審査、プログラム評価等を行う専門家の集団を契約に基づいて確

保する“Colleges”という方式を採用している。CollegesはEPSRCの設立を経て1995年1月

に導入され、2年間の運用経験を反映して、1997年1月から新しいメンバーシップになった。

Collegeメンバーの任期は従来より1年延長され3年となった。Collegeメンバーの主な役割

は、研究提案書の審査員、審査委員会の委員、研究の進行管理又は終了後の評価における審査

員又は審査委員会の委員として活動することである。なお、Collegeメンバーには以下の要求

が課せられる。

①年に10通までの提案書を審査する。原則として、3週間以内に回答する。

②年に2回までの審査委員会に委員又は委員長として参加する。

現在のCollegeメンバーは約9，300の団体から推薦された候補者から選ばれた1，849名であ

り、17の専門分野毎のCollegeに分かれる。Collegeメンバーは大学関係者が7割で、それ

以外が3割である。

4．4．2．政策形成機構

EPSRCはOSTの下で行われた技術予測の結果を具現化する方策として図4．4．2－1に示す機

構を構築した。具体的にはこの機構に沿ってプログラムの優先順位付け及び研究資金の配分計

画が議論され、中期計画、業務計画等が作成される。
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図4．4．2・1EPSRCの政策形成機構（「EPSRCResponsetoForesight」より）

4．4．3．研究助成構造

4．4．3．1．EPSRCプログラムの階層構造－垂直方向

EPSRCの個々の研究課題（project）からEPSRC全体の研究支援活動（EPSRCprogramme）

までの階層的関係を図4．4．3．1．1に示す。テーマ（Themes）と研究課題の集合体との間にギ

ヤプがあるのは、複数のテーマにまたがるプロジェクトがあるためである。

1996年まではプログラム商域（EPSRCは通常これを単に「プログラム（programme）」と

呼ぶ）は14であったが、これを見直し8に減らした。プログラムの分類を表4．4．3．1－1に示

す。なお、個々のプログラムの中には研究費だけではなく大学院生及びポストドクターの奨学

資金割当ても含まれる。
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題　l

‖II

川旧‖旧＝旧‖旧I川

□［コ

ESPRCプログラム

（EPSRC Programme）

プログラム領域

（Programme Areas）

テーマ

（Th川eS）

研究課題の集合体
（Aggregate Project

Leveり

研究課題
（Projects）

図4．4．3．1－1EPSRCプログラムの階層構造（出典EPSRC）

表4．4．3．1－1EPSRCのプログラム（「EPSRCCorporatePlan1997Statement」より）

科学プログラム（飯田Cepr脚皿皿eg上
化学（Chemistry）
数学（Mathematics）

物理（Physics）

皮節プログラム（乃d月吻′脚皿皿eg上
情報技術及び計算機科学関係（IT＆ComputerScienceMaterials）

工学プログラム（血のeeのg脚皿皿egノ：
一般工学（GeneralEngineering）

生産工学（EngineeringforManufhcturing）
インフラストラクチャ、環境及び健康に関する工学

（EngineeringforInfrastructure，theEnvironmentandHealthcare）
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4．4．3．2．研究費助成区分－水平方向

研究費を助成する区分には“responsivemode”、“COnditionalmode”、“managedmode”の3

種類のモードがある。各モードにより、提案者条件もやや異なる。EPSRCの研究費モード別

配分率の変遷を図4．4．3．2－1に示す。EPSRCは研究費助成の5割以上をresponsive modeに

する方針である。

図りapaged

口　0∩柚のnal‾
t

ベj

■畢甲OhSive

ノブド

1995年以前はSERCの値である。

図4．4．3．2－1研究モードの資金配分率（「EPSRCCorporatePlan1997Statement」より）

（1）Responsivemode

Responsive modeは、EPSRCの所掌範囲であれば研究者が制約なしに課題を提案でき

る。このモードの課題選定評価基準は科学的又は技術的な質（quality）である。

（2）Conditionalmode

Conditionalmodeは課題募集にあたり制約条件が事前に設定される。ROPA’及び学際

的分野の共同研究などがこれに類する。

＊RealisingOurPotentialAward（ROPA）計画は1994年2月に導入された産業界との共同研究を行う研究
者に対する助成である。
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（3）Managedmode

ManagedmodeはEPSRCと第三者（他の研究会議、企業）が共同支出する研究である。

特定の研究領域の研究課題について提案募集案内が発出される。

4．4．3．3．研究資金助成内訳

EPSRCの収入の95％以上が、OSTを通じた政府の補助金である。一方、プログラム別及

び研究助成モード別の支出はそれぞれ図4．4．3．3－1及び4．4．3．3－2に示すとおりである。なお、

8つのプログラム以外にどのプログラムにも属さないあるいは共通的な事項－例えば、高性

能コンピュータプログラム、施設設備の整備－は資金配分上Cross－Programmes＆Central

Supportに割り当てられる。

TotalProjectedExpenditureonGrants，StudentshipsandFacilitiesin1997／98＝f3与4・7M

図4．4．3．3－1プログラム別1997！98年度支出予算（「TheEPSRCProgramme1997－98」より）
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TotalProiectedEPSRCExpenditureongrants′StudentShipsandfacilitiesin1997／98＝王354・7M

図4．4．3．3－2　研究資金助成対象別1997／98年度支出予算

（「TheEPSRCProgramme1997－98」より）

4．4．4．研究の方向付けと研究資金配分

4．4．4．1．業務計画作成サイクルとプログラム評価

EPSRCは、カウンシル、TOP及びUPの各委員等の有識者としての意見、プログラムマネ

ジャーを通じた研究者の意見、さらに、幅広い層からの意見を汲み上げて、毎年のプログラム

内容と研究資金配分の調整を行い、業務計画を作成する。1996年より図4．4．4．ト1に示す業務

計画作成サイクルを導入した。このサイクルは翌年度の各プログラムの業務の進め方（含　資

金配分）を決めるものである。このため、前年度のプログラム評価と並行してその作業が進め

られる。
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業務計画作成

図4．4．4．1・1業務計画書作成サイクル（「EPSRCAnnualReport1996－97」より）

4．4．4．1．1．　業務計画作成過程

まず、3月に各プログラムマネジャーが作成したプログラム展望（Landscapes）が、大学、

産業界の関係機関及び関係者に広く配布（約6，000部印刷）され、コメントが求められる。そ

のコメントを反映して、5月に業務計画素案（DraftBusinessPlans）が作成される。

7月にプログラム審査チーム（Programme－based Review Tbams）の評価結果等を踏まえ

て業務計画最終案（FinalBusiness Plans）が作成され、TOP及びUPにより別々に評価さ
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れた後、カウンシルに提出され、10月までに最終的に決定される。なお、1997年はプログ

ラム評価導入初年のため報告書提出が9月となった。

この後、12月までにプログラム予算の詳細な配分案を確定し、各プログラムマネジャーは

再び次年度に向けたプログラム展望の作成を始める。これが一連のサイクルである。

4．4．4．1．2．　プログラム審査チームによるプログラム評価

プログラム審査チームによるプログラム評価は1996年に導入されたばかりであり、まだ試

行錯誤的なところがある。

（1）評価目的

①　把握（Understanding）：助成した業務の質とその影響の全体像を捉える。

②　計画策定（Planning）：業務計画作成サイクルに貢献する。

③　支持（Advocacy）：特に定量的な情報を用いて成果を多角的に捉える。

（2）評価対象

評価単位はテーマである。ただし、プログラムに含まれるテーマのうち対象となるのは、

年にその3分の1であり、3年間ですべてのテーマが評価される。

（3）評価方法

プログラム審査チームによるピアレビューが基本である。

（丑プログラム審査チーム

プログラム審査チームはプログラム毎に編成される。プログラム審査チームのメンバー

は主にCollegesのメンバーから構成され、1チームあたり8～12名である。なお、チ

ームによってはさらにサブチームを編成する場合もある。

②評価項目、評価尺度、入力情報

評価項目は研究の質（Quality）、人材（People）、波及効果（Impact）及び産業界の利

用可能性（Exploitability）の4項目（「QPIE」と呼ばれる）である。これらの項目毎に

各テーマが5段階で評点づけられる。なお、その際の評価最小単位は個々のプロジェクト

の評点であり、個々のプロジェクトの分布状況でテーマの評点が決まる。評価項目の定義、

評価尺度及びその際に使用する入力情報を表4．4．4．1．2－1に示す。なお、入力情報として

はこれ以外にプログラム展望、業務計画素案及び特に審査チームが要請したデータが対象

となる。

③評価過程

プログラム審査チームは前述の入力情報を基に、チーム内で協議して各テーマの評点付

けを行う。プログラム審査チームの会合は最低年に2回は開催される。
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表4．4．4．1．2－1QPIE指標（原典EPSRC）

評価項 目 定義と評価尺度 入 力情報 備考

研究 の質 ：Q u ah ㊥ 国際的観点か らの研究の本質的な優秀性 （テーマ中の個々 ・研究助成の数、助成された研究 のレベル
のプロジェク トの質の分布） ・成果報告書の評価ランク

5 ：大半が世界最先端 ・研究助成を受けた学科 とその大学の研究評価

・ 4 ：大半が国際的競争レベル （R A E ）の評点

3 ：大半が国内的競争レベル

2 ：英国の科学 工学研究の現状にあまり貢献 しない

1 ：英国の科学1工学研究の現状にほとんど貞献 しない

・アンケー ト結果

人材 ：P eop le 習熟者 （大学院奨学生及び研修生）の成果 と雇用側の要 ・1年あたりの大学院奨学生の数 雇用側とは大学、産業、

求 との整合性 ・研修助成を受けた職種の数 と性格 官庁等である。

5 ：雇用側の要求に合致 ・研修生の数 と報告者の評価 アンケー ト調査が重要

4 ：雇用側の要求にかな り整合 ・大学院奨学生と研修生の最初の進路

3 ：雇用側の要求に一部整合

2 ：雇用側の要求 に達していない

1 ：雇用側の要求に全く達していない

・アンケー ト結果

波及効果 ：Im p a ct 他の研究に対する潜在的波及効果 ・テーマ中の研究分野のブレークダウン （プロ 19 98 年よ り導入された

5 ：可能性が非常 に高い ジェク トの担当学科の分布） 指標

4 ：可能性が高い

3 ：可能性は中程度

2 ：可能性は限定的

1 ：現時点では可能性がない

・アンケー ト結果

産 業 界 の 利 用 可 能 新規あるいは改良された製品、プロセス及びサービスを ・ユーザとの共同研究の数 （テーマ中の）

性 ：E xp loita bilib T 通じた富の形成や生活の質的向上に対する貢献可能性 ・研究助成へのユーザの投資額

5 ：可能性が非常に高い ・産業界との共同研究である u N K 、R O P A の

4 ：可能性が高い 数 と比率

3 ：可能性は中程度 ・企業 と大学の協力制度 （T C S 及び C A SE ）

2 ：可能性は限定的 の支援状況

1 ：現時点では可能性がない ・G D P と産業の雇用データ

・アンケー ト調査結果



（4）評価結果の扱い

評価結果は評価報告書となって、TOP及びUPにおけるプログラム間の資金配分調整に

活用される。

4．4．4．1．3．　TOP及びUPによるプログラム間調整

TOP及びUPは業務計画最終案とプログラム審査チームが作成したプログラム評価報告書

を基にプログラム間の資金配分調整（BalanceofProgrammeExercise）を行う。

（1）評価項目と評価基準

評価に使用される評価項目とその基準を表4．4．4．1．3－1に示す。なお、これらは運用経験

を活かして常に見直される。’

（2）評価過程

各パネルでは、プログラムマネジャーとの対話の後、個々の委員が各プログラムを表

4．4．4．1．3－1に示した評価項目一つ一つを5段階で評点し、これをプログラム毎に集計し、

平均値と標準偏差が算出される。次に、この結果から意見が食い違ったところに焦点を当

ててパネルで議論する。議論の後、パネル委員は各プログラムの予算配分について、3段

階（“現状維持”、“増加”、“削減”）のどれに該当するか投票を行う。

この過程において、判断の支援材料として、プログラム審査チームの評価報告書ととも

に、英国産業界からの分野別の貿易収支、技術開発費（売上高比）等のデータ、及び英国

大学の実績指標としての文献引用度の国際比較データ、大学の研究評価（RAE）等の結果

が用いられる。

プログラム評価を反映して、1997年より研究者・技術者の養成に関する項目を取り入れるとともに他の項
目を統廃合して16項目とした。
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表4．4．4．1．3－1プログラム評価の評価項目と基準（「EPSRCCorporatePlan1995」より）

研究の反響と潜在能力（Researchimpactandpotential）

●研究の潜在能力（researchpotential）：
どの程度、プログラムは新しい研究機会を提供するか

●波及性（pervasiveness）：
どの程度、プログラムは他分野への波及的創造性を持つか、又は、他のプログラム

及び産業分野を支援するか

●学際性（interdisciplinarity）：
どの程度、その研究は課題及び技術の融合を主張するか

潜在的社会経済的便益（Potentialsocio＿eCOnOmicbene丘ts）：

●経済競争力（economiccompetitiveness）：
一つ又は複数の英国産業分野の競争力向上に対するプログラムの潜在的貢献度

●生活の質（qualityoflife）：
環境改善、健康管理、社会的及び文化的開発に対する貢献可能性

e人材養成（trainedpersonnel）：
産業界、学界、サービス業界等の現状のギャップや認識されたニーズに適合した習

熟者の確保

利益捕獲能力（Abilitytocapturebenefits）

●ユーザ団体の強さ（strengthofusercommunity）：
どの程度、そのプログラムの成果を利用することができる強いユーザ団体（特に産

業界）が英国に存在するか

●ユーザ団体の活用能力（uptakecapacityofusercommunity）：
ユーザのプログラム成果活用記録の評価

●即時的技術移転の可能性（potentialforrapidtechnologytransfer）：
どの程度、プログラムは産業界の即時的活用のために整備されているか

研究者の能力（Providercapability）

●研究者基盤の強さ（strengthoftheproviderbase）：
そのプログラム領域の英国研究グループ（主に大学）の国際的地位

●研究者基盤の健全性（“health”oftheproviderbase）：
年齢構成、男女バランス、大学職員の回転率、契約研究職員や技術的及びその他の

支援者のキャリアストラクチャ、研究資源単位の妥当性

研究資金助成考慮事項（Fundingconsiderations）

●EPSRC研究資金助成の重要性（importanceofEPSRCfunding）：
どの程度、各々のプログラム領域が他の資金供給源からの助成に対してEPSRCの研

究資金助成を得ているか（又は得るべきか）

●研究資金助成の潜在的影響力（fundingleveragepotential）：
どの程度、EPSRC研究資金助成が追加的（大半は産業界からの）投資の担保になる

だろうか

●欧州連合プログラムとの相補性（complementaritywithprogrammes）
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4．4．5．研究課題の評価

前述のとおり研究費助成の大半がresponsive modeであり、以下このモードにおける研究

課題の評価について述べる。他のconditionalmode及びmanagedmodeもほぼ同様な評価方

法を用いている。

このモードには提出期日が設けられておらず、提案者はいつでも提案書をEPSRCに提出で

きる。図4．4．5－1に応募数と採択数の変遷を示す。EPSRCが設立されると同時に提出期日が

撤廃され、従来は提出期日直前にピークがあったが、撤廃後はこのような大きなピークが無く

なり、平滑化され、事務局側の負担が軽減された。

4．4．5．1．研究課題の選定－事前評価

（1）評価過程

研究者からの提案書は二段階の審査が行われる（図4．4．5．1・1参照）。一次審査は科学的

又は技術的な質（quality）Ⅰを評価するために専門家の審査員による書類審査であり、二次

審査は一次審査結果を基に研究分野毎に審査委員会による評点が行われる。

（2）評価手法

①　書類審査

審査は、3名以上の審査員が定められた様式（別紙3参照）に記入する形式で行われる。

2名以上の審査員から強い支持が得られない提案書は二次審査で落とされる。約3分の2

の提案書が一次審査を通過する。審査員は、提案者が推薦する3名の中から1名とColleges

の中から2名がプログラムマネジャーによって選ばれる。審査結果については、透明性を

高めるために1997年5月から試行期間ではあるが、審査員からの要望がない限り、審査

員の氏名は秘匿するがそのコメントはすべての提案者に通知されることになった。

②　委員会による評点

書類審査を通過した提案書は研究分野毎に集められ、Collegeのメンバーからなるad

hocな審査委員会で提案研究の科学的又は技術的な質について5段階（1～5点）の評点

付けが行われる。大半の提案書は2．5～4．3点の間にある。

（3）評価結果の扱いと研究費配分

プログラムマネジャーは、審査委員会による評点結果と使用可能な研究資金を基本とし

て、審査委員長と協議して、提案課題の研究費助成を決める。通常、研究費助成が認めら

れるのは3．5～4点以上の評点を得た提案書である。

また、EPSRCは、提案書を受け付けてから6ケ月以内に結果を通知することとしている。

なお、reSpOnSive modeの場合、少なくとも85％は提案者に20週間以内に結果が通知

されるようにしている。

．審査項目には計画性、ユーザとの関連性も含まれる。
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図4．4．5．1－1応募者の審査過程（「Guidet。EPSRCResearchGrants」より）

4．4．5．2．進行管理－途上評価

EPSRCの研究実施に対する基本姿勢は、研究実施者である研究者の自己責任の下で研究が

行われるべきものであり、EPSRCは関与しない。ただし、EPSRCは研究を監察したり、同

じ研究分野の研究を行う研究者会合に出席を要請する権利を留保する。

通常のresponsive modeの研究は3年間程度であるが、もっと長期間の研究又は大規模な

研究に対しては訪問調査及び途上評価が行われる。
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4．4．5．3．成果とその評価－事後評価

（1）研究成果の提出義務

研究者は、研究助成終了後3ケ月以内に所定の様式に従い成果報告書を提出するよう義

務づけられている。もし、期限内に提出されなければ、所属機関に対して資金的制裁が加

えられるとともに、その研究者から提出された他の提案書は報告書が提出されるまで採用

されない。

（2）成果の評価

成果報告書は審査員に送付され、審査員は科学的影響、投資的価値等のいくつかの質問

項目について回答し、研究の管理及び科学的成果について7段階（γ：不適格、β：普通、

α：1～5（良～優まで））で評点を行う。複数の審査員からの回答は平均がとられ、最終

的な評点が定められる。

現在、より研究提案書の評価に類似した形式でもっと効果的な評価方法を検討している。

ただし、ピアレビューが基本となることには変わりはないとしている。

4．4．6．業績指標

EPSRCは、現在、EPSRC自身の業績を測る指標をOSTと協議しながら作成している。
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4．5．医学研究会議（MRC）

医学研究会議（MedicalResearch Council（MRC））は1911年に制定された国民保険法

（NationalInsurance Act）に基づいて、医学研究資金を管理する機関として1913年に創設

された。1920年に勅許状（RoyalCharter）に基づく設置に変更され、今日に至っている。

現存する研究会議の中では一番古い研究会議である。

4．5．1．組織体制

4．5．1．1．研究資金助成に係る会議機構

MRCの研究資金助成に関する会議機構は、カウンシル、経営委員会、研究部会の3階層か

らなる（図4．5．1．1－1参照）。

（1）カウンシル

カウンシルは産業界出身のMRCの会長（Chairman）、研究者出身のMRCの最高責任

者（ChiefExecutive）及び14名の委員から構成される。

図4．5．1．1・1MRCの組織図（「MRCCorporatePlan1996－99」より）
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（2）経営委員会（StrategyCommittee）

経営委員会は科学的戦略及び施策についてカウンシルに助言を行う。

（3）研究部会（ResearchBoards）

長期研究プログラムの評価及び長期研究助成の提案書の評価を行う。

4．5．1．2．MRCアドバイザリーボード

MRCは研究者から提案された提案書を評価するために、MRCの所掌範囲をカバーする約

300名の「MRCアドバイザリーボード（MRC Advisory Board（MAB））」と呼ばれる専門家

集団を確保している。

4．5．2．研究の方向付け

MRCは、1995年に研究の方向性（なすべき要求は何か、それをどのように達成するか、

何を支援すべきか）を示すために科学戦略（Science Strategy）を作成した。この科学戦略は

経営委員会と4研究部会で協議しながら、ちょうどOSTの技術予測と併行する形で作成され

た。研究部会は毎年この科学戦略を見直して経営委員会に助言する。また、この見直し作業に

は部会だけではなく、助成委員会（研究助成に関するピアレビュー委員会）の委員、後述のユ

ニットの担当長、ユーザの代表者も参加する。

MRCの中期計画は3年間を対象としており、科学戦略をより具体的な実施レベルにブレー

クダウンしたものである。

4．5．3．研究助成構造

4．5．3．1．研究資金助成区分

MRCの中期計画（Corporate Plan1996－99）によると研究資金助成は表4．5．3．1－1に示す

構造になっている。なお、1997年5月に小プロジェクト助成が廃止されるなど、この研究資

金助成区分は見直された。この見直しの特徴は戦略的プロジェクト以外の単独（stand・alone）

のプロジェクトに対する助成は減少し、短期のプロジェクトは3つ以上のプロジェクドから

なる共同グループ（Co・OPerative Group）助成又は研究センター助成の中で実施することに

なったことである。

’MRCばかりではなく、他の資金源からのプロジェクトもカウントできる。
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表4．5．3－1MRCの研究資金助成区分（「MRCCorporat。Plan1996－99」より）

項目　　　　　　　　助成区分　　　　　　　　　　　　　　説明

大学支援
（Support to

Universities）

プログラム助成
（ProgrammeGrants）

プロジェクト助成
（ProjectGrants）

LINK

ROPAs

インフラストラクチャ助成
（InfrastruCturegrantS）

教育・研修
（Training and career development
awards

大学における長期の研究助成（初期は5年）

標準プロジェクト助成
3年の個々の研究提案に対する助成

戦略的プロジェクト助成
カウンシルの科学戦略課題に沿った研究
への助成

小プロジェクト助成
1年間の短期間の研究助成

産業界との共同研究（対象：研究課題）

産業界との共同研究（対象：研究者）

大学の通常の研究助成ではまかなえない施
設に対する助成

大学院生の奨学資金等

MRC施設
（MRC

establishments）

所管研究所
（Institutes）

ユニット

（Units）

学際的研究センター
（InterdlSCiplinary

Centres）

Research

国立医学研究所
（NationalInstituteforMedicalReseal・Ch）

分子生物学研究所
（LaboratoryofMoleculal・Biology）

臨床科学センター
（ClinicalSclenCeCentre）

通常の大学の研究助成ではまかなえない研
究のために大学内又は近郊に設置する研究
施設
現在約40ユニット
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4．5．3．2．研究資金助成内訳

MRCの1995／96年度の研究資金収入は、OSTを通じた政府からの補助金が278百万ポン

ドであり、慈善団体などからの資金が26百万ポンドであり、合計約3億ボンドである。支出

を助成区分別に表したものを図4．5．3．2－1に示す。

1995／96年度の研究資金総額　約3億ポンド

3年間助成
16％

図4．5．3．2－1研究資金支出内訳（「MRCAnnualReport1995－96）より）

一72－



4．5．4．研究助成と評価

4．5．4．1．所管研究所の評価

MRCが所管する研究所は5年毎に評価が行われる。1994／95に行われた2つの研究所（国

立医学研究所、分子生物学研究所）の機関評価では過去5年間の研究業績、今後5年間の将来

計画及び研究マネジメントを対象とした。特に、研究マネジメントの評価においては企業及び

公的機関の幹部による他の機関の比較評価が行われた。この結果、管理部門及び技術部門の経

費の10％削減が求められた。

4．5．4．2．ユニットの評価

ユニットは5年毎に評価される。特に、ユニットとしての助成形態をとる必要があるかどう

か、あるいは民営化できるのではないかが焦点となる。1995／96年度の評価では3ユニットが

閉鎖された。また、1996／97年度に今後4年以内に5つのユニットを廃止して、これを別の助

成形態に変更することを決めた

4．5．4．3．研究グラントの評価

研究者から寄せられた研究提案は研究助成区分による違いはあるものの、基本的には次の要

領で評価される。

研究提案書は最低3名のMABメンバーによって審査される。提案者はMABメンバーリス

トから3名の審査員候補を推薦することができる。うち、通常最低1名は審査員として採用さ

れる。なお、研究助成によっては、概要提案書による一次選考を行うものがある。

研究センター、プログラム助成及び戦略的プロジェクト助成はMABの審査結果を基に各研

究部会が研究助成提言を作成する。
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4．6．自然環境研究会議（NERC）

自然環境研究会議（NaturalEnvironment Research Council（NERC））は1965年に勅許

状（RoyalCharter）に基づいて設置された。

4．6．1．組織体制

4．6．1．1．研究資金助成に係る会議機構

NERCの研究資金助成に係る会議機構はカウンシルとそれを支援する部会、グループ、委

員会から構成されている。

（1）カウンシル

カウンシルはNERCの会長（Chairman）、NERCの最高責任者（ChiefExecutive）及

び14名の委員から構成される。14名の委員のうち、7名は大学関係者であり、他の7

名は政府又は産業界の関係者である。委員の任期は、政府関係者を除き、最初が2年であ

り、最長5年までである。

（2）カウンシルの支援機構

①　科学技術部会（STBs）

NERCはプログラム（後述）の設定、研究資源の配分等についてカウンシルに助言を

行う支援機構として、科学技術部会（ScienceandTbchnologyBoards（STBs））を設けて

いる。1997年9月に従来6つあったSTBを4つとした（表4．6．1．1－1参照）。各STBは

10～15名程度の委員から構成され、通常カウンシルの委員が部会長を務め、2～3名

のカウンシル委員がメンバーとして参加する。委員構成は大学関係者とユーザ（政府及び

産業界）関係者がほぼ半々になるように調整される。委員の任期は3年であり、毎年3名

位が順次新しいメンバーと入れ替わる。

委員の候補者は大学、政府、産業界、学会、その他の専門家集団から募り、毎年夏に、

全部会長による協議で専門分野、ユーザと大学関係者のバランス、各部会間のメンバーシ

ップを考慮して候補者が絞りこまれ、カウンシルに推薦される。

部会は年3回、2月、5月、10月に開催される。

②　専門家グループ（EGs）

従来の地球観測と極地観測に関するSTBに替わるものとして、1997年9月より専門家

グループ（ExpertGroups（EGs））が設置された（表4．6．1．1－1参照）。EGsは地球観測と

極地観測に関して、NERCの研究分野に横断的な視点でSTBに意見を述べる。

③　ピアレビュー委員会（PRCs）

Non－thematicfunding（後述）の研究提案書の評価等を行う委員会として、1997年9

月に5つのピアレビュー委員会（Peer Review Committees（PRCs））が設けられた（表

4・6・1．1－1参照）。このPRCsは従来のResearchGrantsandTrainingAwardsCommittees
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に取って代わるものである。また、STBs及びEGsとの連携を強化するために委員構成

も一部重複させてある。

④　資源戦略グループ（RSG）

資源戦略グループ（ResourcesandStrategyGroup（RSG））はNERCの業務を包括的

な視点でカウンシルに意見を述べるための組織である。特に、カウンシルに対して、資源

配分、中期計画、業務計画に対する助言及び所定の戦略目標に対する進捗概観を述べる。

委員構成はSTBの4部会長と4名の研究者及びユーザの代表者からなる。必要に応じ

て、EGsの長も出席する。

表4．6．1．1－1NERCの主な支援機構とその連携（出典NERC）

科学技術部会（STBs）　　　　　　　　　　　　　　　ピアレビュー委員会」里越
大気科学技術部会　　　　　　　　　　一‥‥一一‥‥大気ピアレビュー委員会

（AtmosphericScienceandTbchnologyBoard）（AtmosphericSciencesPRC）
地球科学技術部会　　　　　　　　　一一…‥…地球科学ピアレビュー委員会

（EarthScienceandTbchnologyBoard）　　（EarthSciencesPRC）
海洋科学技術部会　　　　　　　　　‥‥…‥一一海洋科学ピアレビュー委員会

（MarineScienceandTbchnologyBoard）　　　　　（MarineSciencesPRC）

禁慧禁慧慧慧。rSci。nC。、くここ＝二’’禁慧£霊霊諾
andTbchnologyBoard）　　　　　　　、、大地科学ピアレビュー委員会

（TbrrestrialSciencesPRC）

重旦〕＿墓地二王⊥旦g立＿＿

地球観測専門家グループ（EarthObservationExpertGroup）

極地科学専門家グループ（PolarSciencesExpertGroup）

4．6．1．2．事務局体制

事務局は、1997年10月より図4．6．1．2－1に示す5部体制になった。これはカウンシルの支

援機構の変更と人員削減を反映したものである。研究助成の運用を担当するのは経理・情報シ

ステム部（FinanceandInformationSystemsDirectorate）内の助成・養成課（Awardsand

TrainingSection）である。

NERC本部の職員数は1996年10月現在で160名である。
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図4．6．1．2・1NERC事務局の組織図（出典NERC）

4．6．2．研究の方向付け

NERCは1995年に大学及び所管の研究所・調査所の研究者、ユーザ関係者と半年にわたり

協議を行い、1996年2月に環境指針（Environmental Directions）を作成した。NERCは、

この資料で、研究者側から見た向こう5～10年間の10項目の研究商域及び課題－科学的

挑戦（Scientific Challenges）－と、OSTの行った技術予測を基にユーザ側から見た向こ

う10～20年後に技術機会又は市場となり得る15項目一一環境予測トピック

（EnvironmentalForesightTbpics）－を示すとともに、この2つを結びつける科学的議題

（Scienti丘c Agenda）とも呼ばれる6つの研究戦略課題－－環境・自然資源課題

（Environmentaland NaturalResourcesIssues）－を示し、NERCが意図する研究の方

向を打ち出した。
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表4．6．2・1科学的挑戦（「NERCenvir。nmentaldirecti。nS」より）

大気の特性（Characteristicsoftheatmosphere）
衛星からのデータ（Datafromsatellites）

地球のダイナミックス（DynamicsoftheEarth）

進化、生物の多様性及び生態学の役割（Evolution，biodiversityandecologicalroles）

岩石と土を透過した水の流れ（Fluidflowthroughrocksandsoil）

環境変化とストレスの影響（Impactsofenvironmentalchangesandstress）

グローバル生物地球化学サイクル（Globalbiogeochemicalcycles）

海洋、大気及び氷（Oceans，atmOSPhereandice）
過去の環境変化（Pastenvironmentalchange）

人口変化と持続性（Populationchangeandpersistence）

表4．6．2－2　環境予測トピック（「NERCenv．r。nm。ntaldirections」より）

産業と環境の相互作用（Industry－enVironmentinteraction）
環境の評価（Environmentalvaluation）

土地と土壌（Landandsoil）
都市環境（Urbanenvironments）

極端な大気状態の予測（Predictionofextremeatmosphericevents）

気候変動のメカニズム（Mechanismsofclimatechange）
自然資源管理における流体力学（Fluiddynamicsinnaturalresourcesmanagement）

海岸のモデル化と管理（Coastalzonemodellingandmanagement）

地球表面の構造と特性（StructureandpropertiesoftheEarth’ssubsurfhce）

自然過程と材料の利用（Useofnaturalprocessesandmaterials）
海洋資源の持続可能な利用（Sustainableuseofmarineresources）
海洋循環（Oceancirculation）

資源データの取得（Resourcedataacquisition）
環境変化による社会と人間の健康に対する影響（Socialandhumanhealthimpactsof

environmentalchange）

水資源の管理（Managementoffreshwaterresources）
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表4．6．2－3　環境・自然資源課題（「NERCCorporatePlan1996」より）

課題 内容

生物の多様性 （B iod iv ersity ） 生物の多様性の把握 と保護

環境 リスクと障害 遺伝子組み替え操作生物 の利用 を含めた極端な事象

（E n v iro n m en ta l risk s an d h a za rd s） の予測 と運用ニーズのための迅速な環境評価

グローバルチ ェ ンジ （G lob a l ch a n g e） 時間的及び空間的規模の予測を含む

自然資源 （N a tu ra l re so u rce s） 陸、水及び沿岸の管理

陸、淡水、海洋の資源の調査 と開拓及びその維持

汚染 （P ollu tion ） 環境 と人間の健康に関係す る空気、土地、海 、淡水

の汚染

廃物 （W a ste） 管理、生物学的処理、土地の修復

4．6．3．研究助成構造

4．6．3．1．助成対象と資金配分

NERCの研究資金助成には“core・Strategicfunding”、“thematicfunding”、“nOn－thematic

funding”、“infrastructure”の4種類のモードがある。また、各モードは個々のプロジェクト

とその集合体であるプログラムの階層構造になっている。

（1）Corestrategicfunding

カウンシルによって定められた環境科学の重要研究領域の専門的技術と知識を維持する

ために、5年以上の長期間にわたり観測したり、調査したりする研究に対する助成である。

主に、5つの所管の研究所、調査所が行う研究活動がこれにあたる。各研究機関は数ケのCOre

strategicプログラムを有している。

（2）Thematicfunding

前述の6研究課題領域の中でカウンシルの戦略計画に沿う研究課題に対する助成である。

研究助成期間は一般には5年までである。

（3）Non－thematicfunding

NERCの所掌範囲において研究者の好奇心によって行われる研究等に対する助成である。

研究費の助成は、さらに標準研究助成（standardresearchgrants）、小規模研究助成（small

researchgrants）、CONNECT、ROPAsの4つの形態がある。

標準研究助成は研究期間が通常3年以下であり、研究費が25，000ボンド以上の研究課題
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を対象としたものである。研究課題提案の締め切りは7月1日と12月1日の年2回であ

る。

小規模研究助成は迅速な対応を図るために研究費が2，000～25，000ポンドの研究課題を

対象としたものである。研究課題提案の締め切りは2月1日、6月1日と10月1日の年

3回である。なお、このうち、2月1日分については新人の研究者（経験5年未満）のみ

を対象とした研究費助成を新たに追加した。

CONNECTは上記2つの研究助成モードの中でNERCが特に認めた産業界、商業界等

との協力による研究である。

（4）Infrastructure

NERCの業務に関係する施設、設備、装置の維持、発展のために必要となる経費である。

NERCは観測船、航空機等を所有しており、この維持費がこれにあたる。

4．6．3．2．研究資金助成内訳

NERCの1996－97年度の研究資金はOSTからの科学予算が165百万ボンドであり、他の

省庁、欧州連合等からの契約が38百万ボンドであった。各モードの資金配分を図4．6．3．2・1

に示す。

lnfrastructure

（62．7）

38％

（単位・百万ポンド）

Core

strategic（39．6）

24％

図4．6．3．2－1研究資金モード別の配分（「NERCFacts＆Figures1996－97」より）
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4．6．4．研究資金割当て

4．6．4．1．ポートフォリオ・プランニング

NERCは4年に1度、NERC内部だけでなく、産業界及び政府を含めた多くの情報源から

情報を集めて、戦略的計画策定作業を行う。これを「ボートフォリオ・プランニング（Port丘Ilio

Planning）」と呼ぶ。この作業の目的は、将来において言及が求められるであろう重要課題の

抽出と研究資源配分の戦略的な判断をカウンシルが行うための基盤づくりである。この際の主

要な入力情報の一つに計量書誌学的データを用いた出版物の科学的質の評価がある。

4・6・5・CoreStrategicFundingと評価

（1）プログラムの進め方と評価

Core strategicプログラムは前述のとおり主に所轄の研究機関における長期にわたる研

究活動であり、国際的な専門家による科学及び運営の監察が共に5年毎に行われる。この

5年毎の評価の目的はプログラム進行状況を見て、研究内容をより適切なものに見直すこ

とであり、研究の中止を意図したものではない。その背景には研究機関が保有する高価あ

るいは特殊な施設、設備等を使用する研究を簡単には中断できないということがある。

また、これと並行して、中立的なプログラム審査グループ（Independent Programme

ReviewGroup（IPRG））による毎年の進行管理も行われる。

（2）評価過程

科学的質の審査には4～8名からなる国際的に優れた大学関係者及びユーザ代表者によ

る特別作業チームが編成される。この審査結果はIPRGsを通じてSTBsに報告される。ま

た、IPRGsが行う毎年の進捗管理にも役立てられる。なお、この評価形態はまだ定着した

ものではなく、IPRGsを使用せずに、各研究機関に対応した部会を編成する方向への見直

しが検討されている。

（3）IPRGs

IPRGsは4STBsと2EGsに対応して編成され、各IPRGはそれぞれに対応したSTB

又はEGに評価結果を報告する。

4・6・6・ThematicFundingと評価

4．6．6．1．プログラムの設定と評価－事前評価

（1）プログラム案の立案

STB及び研究者は新規のプログラム案件をいつでも事務局に提出できる。STBsは自ら

の新規の方針を研究者及びユーザに伝えるとともに研究者及びユーザの考えを取り込むた

めに、1996年に研究者及びユーザとの公開協議を実施した。
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（2）評価過程

新規プログラム案の評価は二段階で行われる。

まず、10月に開催されるSTBsの会合において、プログラム案が科学的質（quality）

とユーザ要求との関連（relevance）を基準として評価され、順位付けが行われる。

次に、STBsの評価結果の提言はRSGで協議され、3月に作成される業務計画に間に合

うようカウンシルで順位づけられる。RSGは科学的優秀性及びユーザとの関係だけでは

なく、各STB間の研究資金のバランス、ユーザ間のバランス、研究の性格のバランス、

研究期間等を考慮して評価する。なお、従来は科学的目的だけで設定されてきたが、プロ

グラムのマイルストーン及びその成果物についても明確に定義することが求められてきて

いる。

（3）着手時期

新規のプログラムは既存のプログラムが終了した段階で入れ替わる形で開始される。

4．6．6．2．プログラムの運営とプロジェクトの選定・進行管理－途上評価

（1）プログラムの運営

プログラムが設定されると、プログラムマネジャーの募集が行われ、NERCは当該プロ

グラムの適任者を選出して、プログラムマネジャーとして採用する。また、運営委員会

（steering committee）も合わせて設置され、個々の研究課題の募集が行われる。プログ

ラムマネジャーは担当プログラムに参加している研究者と定期的に協議するとともにワー

クショップなどを開催する。

（2）プロジェクトの選定

プロジェクトの評価基準は提案研究課題の科学的優秀性（excellence）とプログラム目

的との適合性である。評価方法は後述のnon・thematicfundingと同じ方法である。なお、

提案プロジェクトの評点付けは運営委員会が行う。

4．6．6．3．プログラムの成果の評価－事後評価

事後評価は中立的な専門家による委員会を設けて、成果を評価する。その際の項目は、所期

の目的の達成度、どの程度成果は活用可能か、データは保存に値すかなどの科学的事項ととも

に、プログラム管理の効率性などの評価も実施される。

また、継続が必要なものはcorestrategiCfundingと位置づけられる場合がある。
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4・6・7・Non－thematicFundingと評価

ここでは中心となる標準研究助成の評価について述べる。

4．6．7．1．研究課題の選定－事前評価

（1）評価過程

研究者からの提案は二段階で審査される。一次審査は提案課題の科学的質（quality）を

評価するための専門家による書類審査であり、二次審査は各PRCが一次審査の結果を基

に評点を行う。

（2）書類審査

提案書は事務局側から6名の審査員に送付され、3名以上の審査員の回答を得るように

している。6名に送るのは、審査員の都合により指定期日までに回答が得られない場合を

配慮している。審査員は“highlyrecommended”、“reCOmmended”、“nOtreCOmmended”

の評価とともにコメントを回答する。審査結果は提案者に通知される。また、審査員が了

解すれば氏名も公表される。なお、標準研究助成に限り、提案者は審査結果にコメントを

提出することができる。

（3）委員会による評点付け

PRCは書類審査の結果と提奏者からのコメントを考慮して、提案書を表4．6．7．1－1に示

す7段階で評点付けを行う。

表4．6．7．1－1提案書の評点表（原典NERC）

評 点 定 義

α 5 非 常 に優 秀 （O u tsta n d in g）：そ の研 究 分 野 の 上位 5 ％

α 4 優 秀 （E x celle n ce ） ：そ の研 究 分 野 の 上位 5 ～ 2 0 ％

α 3 非 常 に 良 い （V bry g o o d ） ：そ の研 究 分 野 の 上 位 2 0 ～ 3 5 ％

α 2 良 い （G ood ）

α 1 メ リッ トは あ る

β
基 本 的 に は妥 当 ：得 られ る 知 識 は 使 え る も の の そ の 分 野 を 進 歩 させ る も の で は

な い

R 不 適 格
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（4）評価結果の扱いと研究費

審査結果は標準研究助成では提案受付後5ケ月以内に提案者に通知される。研究費は評

点の上位すなわちα5から配分される。現実的にはα4でもなかなか研究費が支給されな

い場合がある。1996／97年度の標準研究助成及び小規模研究助成の応募数と採択数を表

4．6．7．1・2に示す。

表4．6．7．1－2　Non・thematicfundingの応募数と採択数（1996／97年度）（出典NERC）

項 目 応募数 採択数 採択 率

標 準研究助成 4 3 4 件 1 1 2 件 2 6 ％

小規模研究助成 3 5 8 件 1 1 6 件 3 2 ％

4．6．7．2．成果とその評価－事後評価

（1）研究成果の提出義務

研究者は、例外は認められるものの、研究助成終了後3ケ月以内に所定の様式に従い成

果報告書を提出するよう義務づけられている。もし、期限以内に提出されない場合は、提

出されるまで以後の研究助成が認められないとともに研究助成費の一部（20％）又は全

額の返還が求められる。

（2）成果の直後評価

成果報告書は審査員（必ずしも事前評価者と同一者とは限らない）によって評価され、

その結果は当該PRCに報告される。そこで、“unSatisfhctory”と評価された報告書は再

提出が求められる。実際のところはこの評価を受けるものはほとんどない。

（3）成果の追跡評価

NERCは、政府に科学研究への投資を促す手段並びに将来の研究助成のためのデータ収

集として、研究者に研究助成終了後2年以内に発表された著作物（査読のある学術誌、本、

会議報告、特許、等）の提出を求めている。

4．6．8．業績指標

NERCはOSTの要請に対応することと自らの運営管理のために業績指標（Output and

Performances Measures）を作成している。この指標はカウンシル及びSTBsの優先順位付

け、資金配分管理等に使用される。
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4．7．素粒子物理・天文学研究会議（PPARC）

素粒子物理・天文学研究会議（Particle Physics andAstronomy Research Council

（PPARC））は前科学工学研究会議から素粒子物理と天文学部門が分離独立して、1994年4月

に勅許状（RoyalCharter）に基づいて設置された。

4．7．1．組織体制

4．7．1．1．研究資金助成に係る会議機構

PPARCの研究助成に係る会議機構はカウンシルとそれを支援する科学委員会から構成され

ている。

（1）カウンシル

カウンシルはPPARCの会長（Chairman）、研究者出身のPPARCの最高責任者（Chief

Executive）及び12名の委員から構成される。委員数は10名以上18名以下と規定され

ている。委員の任期は一期4年以内であり、再任は可能である。カウンシルは年に数回開

催される。なお、カウンシルの会議には後述の天文学及び素粒子物理委員会の両委員長も

常時出席する。

（2）科学委員会（ScienceCommittee）

科学委員会は研究費助成に対する助言を行う機構として1996年に設けられた。それまで

天文学委員会及び素粒子物理委員会でそれぞれ別々に検討されてきた天文学プログラムと

素粒子物理プログラムをPnlRC全体として展望する必要性から設置された。科学委員会

は天文学委員会及び素粒子物理委員会の両委員長が共同議長を務め、委員は主に両委員会

のメンバーからなる。科学委員会はカウンシルに対して天文学及び素粒子物理学の両分野

にわたる10～15年先の科学的優先事項を考慮した展望を助言する。

4．7．1．2．事務局体制

（1）事務局

事務局は、最高責任者の下に図4．7．1．2－1に示す3部が設けられている。科学部（Science

Directorate）の下には天文学課（AstronomyDivision）と素粒子物理課（ParticlePhysics

Division）がある。

PPARC本部の1996／97年度の職員数はフルタイム換算で98．5名であった。

（2）事務局の主な支援機構

事務局に対する研究費助成に関する支援機構として、天文学委員会（Astronomy

Committee）及び素粒子物理委員会（Particle Physics Committee）が設けられている。

天文学委員会及び素粒子物理委員会は各々の分野におけるプログラムの立案、見直し、調
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整や研究の質の評価や資金配分等について科学部長を通じて最高責任者に提言する。また、

各々の委員会は目的に応じていくつかの分科会を設けている。個々の研究者の研究提案課

題を審査する評価委員会もこの分科会の一つである。

天文学委員会の場合、委員会は通常年3回開催される。春期は研究活動の進捗確認であ

り、秋期は将来計画の策定であり、冬期は他の作業である。委員の選定にあたっては天文

学コミュニティーから公募し採用する方式とPPARC内部で検討する方式を併用している。

図4．7．l．2－1PPARC事務局の組織図（出典PPARC）

4．7．2．研究の方向付け

PPARCは科学委員会を通じて1997年10月に「道路地図（Road Map）」と呼ばれる10

年先までの将来計画を作成した。このRoadMapには個別の大型プロジェクトの役割と長期

資金推計が記載されている。これらのプロジェクトは希望的な観測で描かれているのではなく、

十分に吟味した上で選択したとしている。なお、“Road Map”と呼ばれるのは、個々の分岐点

でどちらの方向に進むかはカウンシル全体の問題であるということであり、すなわち、プロジ

ェクトを採用するかどうかは適切な時点にカウンシルの選択が迫られることを意味している。

このRoadMapが作成された背景には、この分野は1980年代中期をピークとして、現在で

は当時に比較して17％も減少し、まだなおも減少し続けている予算を少なくとも現状レベル

（インフレ率を考慮）に維持したいとの意向がある。
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4．7．3．研究助成構造

4．7．3．1．研究資金助成区分

PPARCが助成する研究業務は研究分野により大きく天文学と素粒子物理のプログラムに分

けられる。また、それぞれのプログラムは、国際プログラムへの拠出金、施設費、研究グラン

トに分かれる。

（1）国際プログラムへの拠出金

欧州宇宙機関（ESA）及び欧州合同原子核研究機関（CERN）をはじめとした国際的な共

同プログラムへの拠出金がPPARC資金全体の半分程度を占めている。

（2）施設費

天文学プログラムの場合は宇宙機器の開発と天体望遠鏡などの地上施設費であり、一方

の素粒子物理プログラムの場合は実験設備・機器の開発費及び維持費である。

（3）研究グラント

研究者又は研究グループに対する研究費助成である。研究グラントは標準研究助成

（standardresearchgrants）、特別研究助成（specialresearchgrants）等がある。

標準研究助成は研究期間が3年以下の研究であり、研究グラントの大半がこの形態であ

る。

特別研究助成は研究期間が3年以上であったり、年間研究費が75，000ボンド以上であっ

たり、重要機器の開発であったりする場合に適用される研究費助成である。

4．7．3．2．研究資金助成内訳

1997／98年度の研究資金2億ポンドの助成内訳を図4．7．3．2－1に示す。天文学プログラム及

び素粒子物理プログラムにおいて一番大きな割合を占めるのは、それぞれESA及びCERN

への拠出金である。次に大きな割合を占めるのが施設費（宇宙及び地上）である。両プログラ

ムの個々の研究者に対する研究グラントは合わせても　20％以下である。これは他の研究会議

の資金配分と大きく異なる点である。

－86一



1997／98年度の研究費総額　2億ボンド

図4．7．3．2－1研究資金配分の内訳（出典PPARC）

4．7．4．研究グラントと評価

1996／97年度の天文学プログラムと素粒子物理プログラムの研究グラントへの応募数を比較

すると、前者は268件（採択数188件）に対して後者は46件（採択数38件）と大きく異な

っている。以下、応募件数の圧倒的に多い天文学プログラム、その中でも中心的な研究費助成

である標準研究助成の評価について述べる。他の研究グラントの評価は多少の違いはみられれ

るものの標準研究助成を基本としている。

なお、研究提案書の提出締め切りは天文学プログラムが年2回3月1日と10月1であり、

素粒子物理プログラムは年2回2月1日と9月1日である。
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4．7．4．1．研究課題の選定－事前評価

（1）評価基準

評価基準は科学的又は工学的メリットである。

（2）評価過程

研究者からの提案書は二段階で審査される。

一次審査は専門家による書類審査である。提案者は1名の審査員を推薦することができる。

また、後述の研究評価委員会及び理論研究評価委員会は適切な審査員を事務局に助言する。

二次審査では、研究評価委員会及び理論研究評価委員会が審査員のコメントと事務局側か

ら示された予算配分を勘案して採択案を作成し、事務局側に提言する。

（3）評価委員会

評価委員会は理論研究を担当する理論研究評価委員会（Theory Reseal・ChAssessment

Panel（TRAP））とそれ以外の研究を担当する研究評価委員会（ResearchAssessmentPanel

（RAP））からなる。RAP及びTRAPは学会、産業界から選ばれた研究者であり、任期は3

年である。現在、RAPは4名であり、TRAPは5名である。会合は年に2回開催される。

なお、会合には適宜他の専門家が招かれる。

4．7．4．2．成果とその評価－事後評価

（1）研究成果の提出義務

研究者は、研究助成終了後3ケ月以内に所定の様式に従い成果報告の概要を提出するよ

う義務づけられている。もし、期限以内に提出されない場合は、提出されるまで以後の研

究助成が認められないとともに最終支払いが実施されない。

（2）成果の評価

成果概要は審査員及び評価委員会によって、科学的及び工学的メリット、並びに研究管

理及び資源活用に関してそれぞれ7段階、5段階で評点づけられる。評点結果は研究者に

通知される。この評点結果は次回以降の同一研究者による提案課題の審査の参考資料とな

る。

このような規定はあるものの現実には、研究者が成果を学術雑誌に投稿し、その批評を

得ることが主体のようである。
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5．学術研究資金と研究評価

2．2節で述べたように1986年に大学の一般研究費の配分に研究評価（ResearchAssessment

Exercise（RAE））の結果を用いる方策が導入された。その後、89年、92年と3年おきにRAE

が実施され、以後、実施間隔を4年おきに改め1996年に最新のRAEが実施された。

5．1．一般研究費の配分方法

5．1．1．背景

大学数及び学生数が増加する中で高等教育資金協議会（HEFCs）の一般研究費はここ10

年間名目上は微増であるが、インフレ率を考慮した実質額はむしろ減少してきている。このよ

うな状況下で、大学の経営者側は、一般研究費の配分にあたり、全大学が参加できる研究評価

を行い、優れた研究を行う大学に選択的に資金が配分されることを支持している。これは2．1．3

節で述べた重点化策が浸透し、支持されていることの現れでもある。

1986年に研究評価による一般研究費の傾斜配分方式が導入されたときは、一般研究費総額

の約4割．が研究評価結果を用いた分配分として割り当てられただけであり、評点と配分傾斜

の関係もさほど高いものではなかった。その後、回を追う毎に研究評価結果を用いた分配分へ

の割当てが多くなり、さらに評点と配分傾斜の関係も高められ、1996年のRAE（以下「RAE96」

と略記）の結果、1997／98年度の一般研究費は25大学（全大学90校）が全体額の75％を

占めるまでになった。

5．1．2．RAE96と資金配分方法

HEFCsの中で最も大きいイングランド高等教育資金協議会（HEFCE）の1997／98年度の

各高等教育機関（大学及びカレッジ）への一般研究費（QRつ684百万ボンド（1，368億円（1

ポンド＝200円換算））の配分方法について以下に述べる。

（1）QRを各科目に配分

まず、QRを後述の評価単位（UOA）である科目に配分する。その際に次式で示す数値を

基本として割り当てる。

各科目への分配分　∝　各科目の重み係数（Band）　×　研究者数　×　政策係数

①　各科目の重み係数

各科目は1994／95年度の会計及び職員記録から表5．1．2－1に示す3段階の重み付け係数

42％は学生数、15％は研究会議からの研究資金に応じて配分

Quality－relatedreseal・Chの略
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が予め与えられる。これは、試験や実験などで経費がかかる科目に多く配分するための係

数である。

例　　　　BandA　　　　　物理学、化学等の実験系科目

BandB　　　　　心理学、純粋数学等の準実験系科目

BandC　　　　　法学、政治学・国際研究等の非実験系科目

表5．1．2－1各科目の重み付け係数

（「HEFCEFundingMethodfbrResearchfrom1997－98Jより）

分類 説明 係数

B and A 実験に高額な経費がかかる研究又は臨床関係の科目 1．7

B and B 技術、実験、試験に中程度の経費がかかる研究 1．3

B and C その他 1．0

②　研究者数

研究者数は常勤・非常勤職員数、研究支援者数、大学院生数の実数に対して表5．1．2・2

に示す重み付け係数が掛けられて算出される。なお、人数はフルタイム換算した人数であ

る。

表5．1．2－2　研究者の重み付け係数

（「HEFCEFundingMethodforResearchfroln1997－98」より）

対象者 重み係数 備考

研究職員

（R esearch active sta印
1．0

研究支援者

（R esearch assistants）
0．1

研究フェロー

（R esearch fe llow s）
0．1

大学院生

（R esearch Stud en ts）
0．15

寄付収入

（C haritable in com e）
0．25

25 千ボンドが職員 1 名に

相当
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③　政策係数

1997／98年度はこの係数を用いず。今後導入を検討するとしている。

（2）科目内の研究費の高等教育機関への配分

（1）で割り当てられた各科目の研究費は各高等教育機関に配分される。その際に研究評価

から得られる配分係数（表5．1．2－3参照）と研究者数（定義は前述）を乗じた数値を基本と

して算出される。

各高等教育機関への分配分　∝　配分係数　×　研究者数

表5．1．2・3　RAEの評点と配分係数の関係

（「BarkerB．，UniversityResearchintheUKandthe1996ResearchAssessmentExercise」より）

大学の研究評価

（RA E ）の評点

イングランドH EF C

の配分係数

スコットランドH E FC

の配分係数 （参考）
備考

5 ☆ 4．05 3．72

5 3．375 3．72

4 2．25 2．4

3 a 1．5 1．55

3 b 1 1

2 資金配分なし

1 資金配分なし

5．2．　RAE96

大学の研究評価の方法は回毎に評価項目が若干変わっており、ことでは最新の研究評価であ

るRAE96について述べる。

5．2．1．評価対象

HEFCsの一般研究費を得ようとする高等教育機関はRAE96への参加が義務づけられる。

評価対象は科目（Subject）別に分類した評価単位（UnitofAssessment（UOA））に対応する

高等教育機関の研究活動である。これはちょうど我が国の大学の学科（又は大学院の専攻）に

あたる。RAE96ではこのUOAが表5．2．1・1に示す69単位あった。高等教育機関の各学科は
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69単位のどこかで評価を受けることになる。

また、評価の基準は研究の質であり、この質を表5．2．1－2に示す尺度で評点する。

表5．2．1－1評価単位（「1996ResearchAssessmentExercISe‥Unit。fAssessment」より）

1　臨床実習科学
2　　コミュニティを基盤とした臨床科目
3　　病院を基盤とした臨床科目
4　　臨床歯科
5　　臨床前研究
6　　解剖学
7　　生理学
8　　薬理学
9　　薬学
10　看護
11　その他の医学研究
12　生化学
13　心理学
14　生物科学
15　農学
16　食物科学技術
17　獣医学
18　化学
19　物理学
20　地球科学
21　環境科学
22　純粋数学
23　応用数学
24　統計学・れ0レーションプ・リグチ

25　計算機科学
26　一般工学
27　化学工学
28　土木工学
29　電気・電子工学
30　機械・航空・生産工学
31　鉱物・鉱山工学
32　冶金学・材料
33　建築環境
34　都市・地域計画
35　地学

36　法学
37　　人類学
38　経済学・計量経済学
39　政治学・国際研究
40　社会政策・行政
41　社会事業
42　社会学
43　経営研究
44　会計事務
45　アメリカ研究
46　　中東・アフリカ研究
47　　アジア研究
48　　ヨーロッパ研究
49　ケルト研究
50　英語・英文学
51　フランス語

52　ドイツ語・オランダ語・スカンジナビア語

53　　イタリア語
54　　ロシア語・スロベニア語・東欧語

55　　イベリア語・ラテンアメリカ語

56　言語学
57　古典文学・古代史・ピグンチン及び近代

ギリシャ研究

58　考古学
59　歴史学
60　芸術・建築・デザイン史
61　図書館・情報管理
62　哲学
63　神学・宗教研究
64　芸術・デザイン
65　コミュニトション・文化・メディア研究

66　演劇・舞踏・舞台芸術
67　音楽
68　教育学
69　スポーツ関連科目



表5．2．1－2　評点（Rating）と定義

（「1996ResearchAssessmentExercISe，June1994」より）

評点 説明 （研究の質について）

5 ★
大半の研究活動の部分領域まで国際的に優れた水準に到達

他のすべての領域は国内的に優れた水準に到達

5
いくつかの研究活動の部分領域で国際的に優れた水準に到達

他のすべての領域は国内的に優れた水準に到達

4

いくつかの国際的に優れていることを示すことが可能で、実質的にすべて

の研究活動の部分領域で国内的に優れた水準に到達、

又は、

いくつかは国際的に優れた水準であり、大半が少なくとも国内的に優れた

水準

3 a

実質的に大半の研究活動の部分簡域で国内的に優れた水準に到達、

又は、

いくつかは国際的に優れた水準であり、他の大半を構成するもの総合する

と国内的に優れた水準

3b 大半の研究活動の部分領域で国内的に優れた水準に到達

2 半分以下の研究活動の部分領域で国内的に優れた水準に到達

1
研究活動の部分領域で国内的に優れた水準に達していない、あるいは、実

質的に到達していない。

☆研究活動の部分領域とは研究者個人の業務又はグループの研究業務を指す。

5．2．2．評価システム

5．2．2．1．評価項目

基本的な評価項目は1996年3月31目付けで所属する各研究職員の出版物又は公になって

いる成果物4点である。ただし、自然科学系（UOA番号1～44、68、69）は1992年

1月1日～1996年3月31日までの4年間のものであり、芸術関係（UOA番号45～67）

は1990年1月1日～1996年3月31日までの6年間のものである。これより、評価の最小

単位は個人の研究業績ということになる。

各高等教育機関は学科又は専攻毎に表5．2．2．1－1に示す入力情報を指定された期日までに

HEFCsに提出する。その提出フォーマットを付録4に示す。なお、出版物又は成果物の実物

は後述の評価委員会が提出を求めた場合に応じる必要がある。
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表5．2．2．1－1RAEの入力情報

（「1996R。SearChAsS。SSm。ntExer。lSe Guidance。nSubmission」より）

様式番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　内容

RAO

RAI

RA2

RA3a

RA3b

RA4

RA5

RA6

職員の概要（研究職員、ポストドクター研究支援者、技官、等）

職員個人の情報（研究に関する職員のみ）

研究職員毎に過去4年間又は6年間の出版物又は成果物4件貴を記述

大学院生の数

研究会議等からの奨学生数

外部からの研究費収入

研究環境と計画（RA6と併せてA4数枚以内）

一般的所見（評価委員会に特に配慮してもらいたいこと）

＊RAE92ではすべての出版物又は成果物であったが、RAE96は4件に絞られた。

5．2．2．2．評価方法

評価方法は評価委員会（AssessmentPanel）によるピアレビューである。

5．2．2．2．1．　評価委員会

（1）委員会構成

RAE96ではUOAに対応した60の評価委員会が編成された。一部の委員会は2つの

UOAをかけ持った。1つの委員会の構成メンバーは6～7名を基本とした。これは、この

程度の規模が専門領域をカバーし、委員会における議論を活発にする人数であるとしてい

るからである。なお、委員会によっては、7名程度では担当範囲をカバーしきれずに人数

を増やした委員会もあった。

また、委員会には研究会議及び関係省庁のメンバーが議論には加われるが票決には加わ

れない“Assessor”という身分で参加する。どの程度Assessorに発言機会を与えるかは委員

長しだいであり、委員会によっても多少は異なるものの実際のところはオブザーバー程度

が大半のようである。

（2）委員の選定

評価委員会の委員の選出は、まず、委員長をHEFCs側で人選する。RAE96では半分の

委員会は前回（RAE92）の時と同じ委員長である。委員は1，000程度の団体（学会、産業

界、省庁、等）から、委員会毎に委員の候補者を募り、この候補者の中より委員長とHEFCs
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が協議して委員を決める。RAE96では3分の1が前回の委員である。また、委員の90％は

大学関係者である。なお、委員は基本的にはボランティア（交通費及び日当程度は支給）

である。

（3）委員会の責任

委員会は後述する詳細評価基準と評点結果に責任．がある。

5．2．2．3．評価過程

RAE96は表5．2．2．3－1に示す日程に従って評価作業が進められた。評価委員会は、委員会に

もよるが、詳細な評価基準（CriteriaforAssessment）の策定のために2回の会合を行い、各

高等教育機関の学科・専攻の評点付けを行うために4回の会合を実施した。委員会の中には分

科会を設けたり、他の専門家の助言を参考としたりしたものもあった。

特に注意すべきは、評価委員会は評価のキーとなる詳細評価基準の設定及び評点付けを主体

となって行い、事務局側は議事録のタイプアップ、資料準備、委員会開催の連絡調整等の事務

的作業を補佐するだけである。

5．2．3．評価結果の扱い

RAEの評価結果の公表に関する考え方は、評価項臥　評価基準、評価委員氏名、評価日程

については明らかにするが、評価結果は評点（表5．2．3・1及び図5．2．3・1参照）しか公表しな

いことである。したがって、評価理由及び評価委員会における議論も公表されない。

’資金配分は委員会ではなく、HEFCsの責任である。
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表5．2．2．3・1RAE96の評価日程

（「1996R。S。arChAss。SSm。ntEx。rCIS。C。nduct。ftheExercISe：RAEManager，sReport」より）

主要マイルストーン　　　　　　　　　　　　　　　　項目

1993年6月

1994年6月

11月

1995年7月

6月～10月

11月

11月～12月

1996年3月31日

4月30日

5月～6月

6月～10月

12月

将来の研究評価に関する協議会（HEFCs）の合議書を作成

1996RAEの日程と手続きを発表

評価委員の候補者を募るために関係団体に協議

評価単位（UOA）を発表

評価委員の募集及び評価委員会構成の提案を募集

評価委員会の委員を発表

評価委員会の詳細評価基準策定会合

詳細評価基準を発行、書類提出の案内を発行

高等教育機関が書類提出を作成するための説明会を開催

指定期日（対象：職員及びデータ）

書類提出締め切り

提出物の確認と評価委員会への提出

評価委員会による評価

評点を公表
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表5．2．3－1評点結果の例（「1996R。S。ar。hAss。SSmentExercise‥TheOutcome」より）

評価単位：アジア研究

研究機関
1996年の　研究職員　　　研究職員の数

評点　　　の割合☆　　（フルタイム換算）

5　　　　　　A　　　　　　　19．0UniversityofCambridge

DeMontfortUniversity　　　　　　　　　　　3b A l．0

UniversityofDurham　　　　　　　　　　　　5 C　　　　　　　　　6．0

UniversityofHul1　　　　　　　　　　　　　　4 B lO．3

UniversityofLeeds　　　　　　　　　　　　　　4 C　　　　　　　　　9．0

ManchesterMetropolitanUniversity　　　　　2 A l．0

SchoolofOrientalandAfricanStudies　　　　　4　　　　　　B　　　　　　　　33．0

UniversityofOxford　　　　　　　　　　　　5☆
C　　　　　　　　14．3

UniversityofShefneld　　　　　　　　　　　　3a B　　　　　　　　18．0

UniversityofWestminster　　　　　　　　　　3a D l．0

B　　　　　　　　　6．0UniversityofEdinburgh　　　　　　　　　　　4

UniversityofStirling　　　　　　　　　　　　3a A　　　　　　　　　5．3

☆研究職員の割合　A：95・100％，B：80－94％，C：60－79％，D：40－59％

UniversityofCambridge

1　　　　2　　　：lb

TotalFTEAcademicStafr（1595）

98％

EDResearchAcllVe

Selec【edStarr

DSlarrnotSekcted

braSiCSSnlent

UniYerSityorOxhrd

］b　　　　3a　　　　4

Rating

TotaIFTEAcademicStaff（1764）

白ResearchAclivc

SelecIed Slarr

□Slarrnotselcctcd

roraSSeSSmCnl

図5．2．3＿1大学別の評点結果の例（「1996R。S。arChAsS。SSm。ntExercise：TheOutcome」より）
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5．2．4．RAE96に費やされた経費とマンパワー

REA96には約560名（総研究者数（55，893人）の約1％）の評価委員が参加し、事務局経

費としてのべ約3百万ボンド（約6億円）が費やされたという。また、高等教育機関側がこの

対応及び準備のために26百万ボンド（約52億円）費やしたと言われ、総額約30百万ボンド

（約60億円）がRAE96のために費やされたことになる。これはちょうど4年間分の一般研

究費QR約30億ボンドの1％にあたる。すなわち、よく言われるところの研究費総額の1％す

が評価に費やされたことになる。

5．3．RAEの影響

（1）評価結果理由の非開示の影響

RAE92において評価結果に対してその理由の開示を求める訴訟を起された。判決は一応

HEFCs側の非開示の方針を認めたものの裁判所からは透明性についてもっと配慮すること

が求められた。HEFCsが憂慮しているのは評価理由の開示に伴い、その評価理由を不服と

してさらに多くの訴訟が起こり、結果的にRAEが崩壊する可能性があるのではないかとい

う点にある。現に、訴訟を起こされた評価委員会では、RAE96の評価委員会の委員長選出

に引き受けてがなくて苦労したとのことである。また、RAE96においても20件を越える

クレームが事務局側に届いており、事務局はこれに慎重に対応している。なお、一部の委

員会では評価理由の説明を行う動きも見られるが、まだすべての委員会で評価理由を開示

する段階には至っていない。

（2）大学経営者に支持されているRAE

RAEは問題点はあるものの現実にはこれに勝る方法がない以上はという条件がつくもの

の、大学の経営者（副学長・校長）のRAEに対する受け取り方は好意的である。ここで着

目すべきは、RAEは学科単位の評価であり、学科長はRAEの評点結果に対して批判的で

ある場合が多いが、経営者にとってはむしろ自分の大学の学科を外部が評価してくれる面

がある。すなわち、評点が悪くなったり、低くなったりした場合に責められるのは学科長

ということであり、大学経営者は学科長の手腕を評価している面があるようだ。

（3）研究環境に与える影響

HEFCEはRAE92の影響について、大学（AngliaPolytechnicUniversity）及びコンサ

ルタント（SQW）′に調査させた。それによると、研究者が刺激されていい研究を行うとい

う気風ができ、総じて質も向上し、経営者側も研究について考えるようになったという良

い効果がある反面、大学の職員が教育より研究に関心を示す傾向があり相対的に教育が軽

＊旧科学技術評価室が作成した研究開発評価の案内（theR＆DAssessment）には研究評価に研究費総額の1％
程度を要すると書かれている。
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祝され、又、短期的に成果を上げるようなものに興味を示したり、研究の継続性が保てな

くなる恐れがあるというマイナス面も指摘された。

また、HEFCEの調査報告書では詳しく述べられていないが、研究者の流動性が高くな

り、それに伴い優れた研究者の給料が高くなったという効果‘もでてきた。

5．4．RAEの課題又は特記事項

（1）学際的学科の評価

RAEは科目単位で行っており、学際的な研究領域はどこのUOAで評価するかが問題と

なる。このため、学際的な研究ほど厳しく評価される傾向にあるという。この点は今後の

RAEの改善課題である。

（2）UOA間の評価バランス

現在はUOA間の評価バランスは考慮されていない。すなわち、5、5☆が多くでるUOA

もあれば、そうでないUOAもある。各UOAに対して正規分布等になるような調整は要請

されておらず、各評価委員会は純粋に評価基準に従って評点することが求められる。

（3）学習型の評価システム

RAE86は4段階の評点で始まり、RAE96では7段階までになった。また、RAE92まで

は出版物又は成果物の数も評価の対象であったが、論文の粗製濫造傾向があり、RAE96で

は最優秀成果物4件になり、数は考慮されなくなった。さらに、RAE96では評価の詳細基

準を書類提出前に公表するように改善された。このようにRAEは回を追う度に見直されて

おり、学習型の評価システムである。

この評価システムは次の要領で設定され、見直される。まず、HEFCs事務局の評価担当

は、RAEの実施に先立ち、その評価方法（案）を被評価者である高等教育機関に照会して

意見を求め、確定する。RAE期間中は各評価委員会の動向をモニターし、問題点等を報告

書としてまとめ、さらに、RAE終了後は大学に次回のRAEに向けたアンケート調査を行

う。このような一連のRAE枠組み作業と並行して、RAEがもたらした影響についてコン

サルタント等に調査を実施させている。これらの結果は次回の評価方法の設定に反映され

る。

’通常の大学の研究職員の給与は3～4万ボンドであるが、10万ボンドになったケースもあるという。
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6．まとめ

6．1．英国の研究評価の底流

（1）評価の基本は“Value丘，rMoney”

英国の評価関連の文献によく引用される言葉に“Valuefor Money”（投資に見合う価値）

というのがある。これは日常の買い物などに使われる言葉であるが、これが1980年代のサ

ッチャー政権の時に行政全体のサービス向上のために用いられるようになった。このキーワ

ードは、納税者等のステークホールダーに対して投資を行っている業務内容の経済性、効果、

及び効率性を説明すること、いわゆる説明責任（accountability）でもある。行政府から独

立した会計検査院（NationalAuditOfnce）ではこのキーワードによる各省庁が実施する行

政サービスの評価を行っている。また、研究助成機関自身（含　所管研究機関）も業務の効

率性を高めるためにこのキーワードに基づく自己監査を行っている。

このキーワードが英国の研究評価に用いられているということは、逆に言えば研究助成や

研究契約といった資金の流れの中で評価が行われていることを示している。

（2）研究評価を支える重点化策

研究評価を支えるもう一つのキーワードが“thepolicyofSelectivity”（重点化策）である。

この重点化策は、当初、旧科学研究会議の研究資金の選択的配分方策「特定の研究分野又は

特定の研究所や研究部に資金を集中させる」であったが、これが発展して、英国の大学の一

般研究費の傾斜配分や研究会議のdirectedmodeプログラムへとつながっていった。そして、

さらに国家レベルの科学技術政策の重点化策である英国の技術予測につながったものと考え

られる。英国の研究評価はこのような重点化策のボトムアップ的な展開の中で政策決定手段

として大きく発展してきた。

（3）プロフェッショナル評価者を養成し活かす土壌

英国の研究評価において中心的役割を演じているのが「プロフェッショナル評価者」と呼

ばれる評価に関して専門的知識を有する人達である。プロフェッショナル評価者が活躍する

背景には、著名な研究者や有識者による評価よりもプロフェッショナル評価者によるシステ

マテイクな評価に信頼を置くという英国の社会的風土が影響している。

また、プロフェッショナル評価者が英国に多い背景にはマンチェスター大学工学科学技術

政策研究施設（PREST）、サセックス大学科学政策研究部（SPRU）に代表される科学技術

政策を研究する大学機関が評価の専門的知識を有する多くの学生及び研究者を輩出したこと

が一因としてあげられる。さらに、各省庁及び各研究会議の評価担当者の多くはonthejob

trainingで専門的知識を修得している。
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6．2．英国の研究評価の特徴概要

（1）研究評価制度

英国には研究評価を担当する国家レベルの独立した評価機構はなく、各省庁、各研究会

議等の中に評価を担当する部署がある。これは執行機関の中に評価機構を分散内在させた

形態である。なお、省庁及び研究会議内の評価担当部署は、通常、執行部門から独立した

位置づけとなっている。

（2）行動に組み込まれた評価

一般に評価は人間活動の「plan・do－Seeサイクル」のseeにあたり、Seeの結果が再びplan

に反映されて良い循環になる。この点において、英国の評価は高等教育資金協議会

（HEFCs）の大学の研究評価（RAE）にしろ、各研究会議の研究課題の評価にしろ、必

ずその結果に伴う行動が事前に計画されている。前者であれば評価結果が一般研究費の配

分につながり、後者であれば研究費助成の採否につながるということである。また、これ

らはいずれも、前述のとおり資金の流れの中の評価である。特に、英国の評価は公的歳出

抑制の影響から“ValueforMoney”の思想が強く、資金の流れと評価結果が直結している点

に特徴がある。こうすることで、市場的な競争原理が働き、優れた研究を行う者により多

くの資金が投入され、劣った者は研究資金が減額されたり、配分されなくなったりする。

なお、この副次的な影響として、当初意図しなかった研究者市場が形成され、研究者の流

動性が高くなるとともに優れた研究者の給与が高くなり、又、評価結果に対する不満から

訴訟が発生したことに留意する必要がある。

（3）プロフェッショナル評価者による評価

プロフェッショナル評価者は各省庁、各研究会議等の機関の評価担当部署、研究評価の

研究を行う大学及び民間のコンサルタントに所属し、評価システムの設計、必要データの

収集分析、報告者のとりまとめなどの役割を担っている。

プロフェッショナル評価者による評価では、評価項目、評価評価項臥　評価手順等と言

った評価手法はプロフェッショナル評価者が考案するもののその確定にあたっては多くの

場合広く被評価者等に開示して意見を照会する。こうすることで評価手法に対する信頼性

を高めるのである。

（4）研究機関評価は研究活動評価が主体

研究活動の成果と行政監査的な運営の効果、効率性を兼ね備えた機関評価はあまりみられ

ない。RAEやバイオテクノロジー・生物科学研究会議（BBSRC）の機関評価は基本的には

研究活動の成果を評価しているのであり、その運営方法については触れていない。しかし、

この評価結果により資金配分が影響を受けるため、実質的には経営者が運営の改善を迫られ

ることになる。現に、大学副学長校長会（CVCP）によると大学経営者の最大の関心はRAE96

の結果そのものではなく、一般研究費の学内配分であるという。

－101－



6．3．研究会議の研究評価

（1）研究助成構造と研究評価

研究会議の研究助成は、実施レベルを施策、プログラム（プロジェクトの集合体）、プロ

ジェクト（個々の研究課題）の3階層に分け、又、具体的な研究資金配分を個別研究費助

成の“Responsive mode”、“Directed mode”及び所管研究機関の一般研究費の3モードに分

けて捉えることができる。この2軸で研究評価を分類すると表6．3－1のようになる。

①　施策レベル

施策レベルでは研究の方向付けと上記3モードへの資金割当てが鍵となる。1994年に

研究会議が科学技術白書「我々の可能性の実現」に基づいて改編されて以来、この施策レ

ベルの運営方法については各研究会議とも新たな試みを実施している。

まず、研究の方向付けであるが、各研究会議は政府の行った技術予測に沿った3～5年

程度の中期計画（Corporate Plan）を作成し研究の方向性を示す一方で、経済・社会研

究会議（ESRC）及び自然環境研究会議（NERC）は独自に多数の研究者やユーザを交え

た協議を通じて、数年先までの優先研究課題（広義）を設定している。BBSRCも専門家

による委員会を組織して研究会議としての優先研究課題を設定している。

次に資金割当てであるが、工学・自然科学研究会議（EPSRC）は毎年の業務計画

（Business Plan）策定過程において、常設委員会や評価委員会だけでなく、広く一般に

も業務計画の素案を開示し、意見を照会する方式で助成内容と研究資金配分を決めている。

NERCは4年に1度資金配分見直し作業を実施する。

②　プログラムレベル

プログラムレベルではプログラムの設定、進行管理、成果評価を行うが、プログラムに

はかなり種類があり、それに応じて評価方法も異なる。特に、プログラムの設定にあたっ

ては、優先研究課題を設定している場合はその課題に関連するプログラムが優位となる。

一般研究費の配分にあたっては、BBSRCは所管研究機関の機関評価を行って配分する

方策を1998／99年度より導入した。NERCは5年毎に評価を行い、プログラム内容の継

続や更新を行っている。

③　プロジェクトレベル

プロジェクトレベルは、個別研究課題の選定や成果の評価は二段階のピアレビュー（書

類審査、評価委員会による評点）が基本であり、研究機関の一般研究費については研究機

関の自主的運営に任せている。
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表6．3・1研究会議の業務実施階層と評価（1／2）

業務実施階層
個別研究費助成

所管研究機関の一般研究費助成
R esp on sive m od e D il℃Cted m cd e

施 策レベル

研 究 会 議 の 研 究 費 の う ち 一 定 額 を 各種のプげ ラムに研究費を割 り当てる。 所管研究所 ・調査所 を有す る研究会議 は、

R e印On Sive m cd e の研究のために確保す ・N E R C ：すべての fu n din g の資金配分 を 同研 究機 関 の職 員の給与、経常研 究費等

る。 4 年に 1度見直す。 を助成する。

・E P S R C ：研 究 費助 成 の 50％以 上は ・E S R C ：研究プげ ラム及び研究センダ に約 2 ・N E R C ：すべての fu n din g の資金配分

R eq ）On Sive m cd e とす る。 千万ポンドを割 当て を4 年 に 1 度見直す。

（資金割当て） ・E S R C ：約 1 5 百万ポンドを研究グラント

に割 当て

・N E R C ：すべての fu n din g の資金配分
を4 年 に 1 度見直す。

等

等

プログラム レベル

①研究プログラム設定 ・B B S R C ：各研究機 関への資金配分 に機

・E P S R C 、N E R C ：研究会議 内部 （含　 常 関評価を用いる。

設委員会）で設定 ・N E R C ：C ore A m d in g では 5 年 に一度

・E S R C ：研究 プログラム案、研究センダ案 を募 評価 を行 う。 ただ し、課題内容 を変更

集 し、評価 して設定

② 形和 。げ ラムの進行管 哩

・プげ ラムに付随 した運営委員会等がプげ ラ
ムの運営 をモニダ

・E S R C ：研 究セン9 －は中間点で ある 5 年 目
に評価を実施

②研究プログラムの成果評価

・N E R C 、E S R C ：評価委 員会 による評価
を実施

して継続する場合が多 い。



表6．3・1研究会議の業務実施階層と評価（2／2）

業務実施階層
個別研究費助成

所管研究機関の一般研究費助成
R e坤On Sive m d e D irected m d e

プロジェク トレベル

1　　　 ＋ 事前評価 基本的 には 代印On SiⅦ m d e と同じ。 所管研究機関 に任せる。

二段階審査 課題選定 では概 要提案 書 によ る第一段 階

一次審査 ：複数の審査員 による書類審

査

二次審査 ：委員会による評点付け
②進行 呂　 、、上評価

予め定め られた研究課題についてのみ実

施

③成果評価一事後評価

事 前評価 と同 じシステム

④追跡評価

N E R C ：研究終 了後 2 年間の作成文献 の

提 出を求 めている。

の選 考を行 う場合がある。

備考

研究会議 によってプげ ラムの名称や内容が

異なることに留意



（2）評価システム

（丑　評価方法

研究会議の評価は、通常、事務局が研究会議の方針に沿って予め定めた手順及び入力デ

ータに基づいて評価委員会が評価を実施する。特に、事務局（プログラムマネジャー他）

が評価委員会の委員及び審査員の選定に関与している場合が多い。

②　評価委員会の委員とその選定

研究会議の各種委員会の委員は、研究会議に関連した研究者及び関連ユーザから構成さ

れており、ピアパネルをやや拡張したものであり、研究会議業務に全く関連のない者が参

加する形態ではない。

研究会議の評価を担当する常設委員会等の委員は通常公募を取り入れた内部選定’で行

われる。これに対してEPSRCは“College”と呼ばれる評価に関する関係者の集団を契約

により確保している。このCollegeの委員は10，000弱の団体から推薦された候補者から

選定される。

③　評価システムの明示性

プロジェクトの評価は評価過程が明示されており、又、事前評価・事後評価を問わず評

点結果及び審査員のコメントは提案者に通知される場合が多い。

これに対して、プログラム及び施策レベルの評価は全体的に見て明示性にやや欠ける。

その中でEPSRCのプログラム評価は評価過程及び結果も明示的である。

’これは応募者の中から選出するという意味ではない。
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6．4．高等教育資金協議会の大学の研究評価

（1）評価の背景

高等教育機関（大学及びカレッジ）に配分する研究資金を学生数又は研究職員数で均等

配分するのではなく、優れた研究を行う高等教育機関により多くの研究費を配分するとい

う重点化策が背景にある。

（2）評価の目的

HEFCsから高等教育機関への一般研究費配分算出の際に基準となる科目別の高等教育機

関の評点付けを作成する。

（3）評価システム

（》　評価方法

事務局側が予め評価対象、評価項目、評価尺度、評価日程等の評価システムの枠組みを

設定し、ピアからなる評価委員会で詳細評価基準の設定や評点を行う。これはプロフェシ

ョナル評価者による評価方法と委員会形式の評価方法の中間的な評価方法であると考えら

れる。なお、詳細評価基準及び評点結果の責任は評価委員会にある。

②　評価の明示性

RAEは評価委員会委員の氏名、評価項目、評価基準、評価日程などは公表され、評価

過程は明示的であるが、結果については評点が通知されるだけであり、評価結果の理由及

び評価委員会における議論は開示されない。開示されない部分が不満の種となっており、

その解消が課題となっている。

③　評価システムの設定法

HEFCsの事務局の評価担当は、被評価者である大学へのアンケート調査及び過去の評

価記録を基に評価システムの枠組み（案）を作成し、実施に先立ち、それを大学に照会し

て意見を集約し、確定するという手順をとっている。これらの一連の作業は繰り返され、

学習型の評価システムを構築している。

④　評価委員会委員の選定方法

評価委員長はHEFCsで選定するが、委員は各種関連団体から推薦された候補者の中か

ら選ぶというノミネーション方式を採用している。こうすることで、委員選定側（委員長

及びHEFCs）の悉意性にある程度制限を設けている。

（4）RAE96に費やされた資源

1996年度のREAには総研究者数（55，893人）の1％にあたる約560名が評価委員とし

て参加し、事務局経費及び高等教育機関側の準備費合わせて約30百万ボンド（約60億円）

ちょうど4年間分の一般研究費約30億ポンドの1％が費やされた。
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おわりに

平成9年8月に研究評価に係る大綱的指針が内閣総理大臣決定されて以来、各省庁及び各研

究機関ではこれに沿った実施指針又は実施要嶺を作成し始めた。本資料がその作成又は見直し

の参考になれば幸いである。

最後に、本調査にあたり、インタビュー及び文書照会を快く引き受けて頂いた皆様方に感謝

の意を表します。また、このインタビュー先の紹介及び仲介を引き受け頂いたブリティッシュ・

カウンシル東京のBarker科学担当官並びに本調査への助言及び渡英機会を与えてくださった

平澤総括主任研究官（前東京大学教授）に感謝の意を表します。
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（2）研究助成と評価

・NERCResearchGrants

4．6．素粒子物理・天文研究会議（PPARC）

（1）事業全般

．CorporatePlan1997

．AnnualReport1996－97
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（2）研究助成と評価

・Particle Physics and　Astronomy Research Council：Performance Measurement，

DiscussionPaper，NationalAuditOfnce

・PPARCResearchGrants

5．高等教育資金協議会（HEFCs）

（1）HEFCE全般

．1997－2000CorporatePlan

．1996・97AnnualReport

（2）研究評価96（1996ResearchAssessmentExercise）

①最終レポート

・1996ResearchAssessmentExercise：ConductoftheExercise：RAEManager’sReport，

RAE961／97，May1997

②評価委員会の委員構成

．1996ResearchAssessmentExercise：MembershipofAssessmentPanels，RAE962／96，

December1996

・1996ResearchAssessmentExercise：MembershipofAssessmentPanels（revisedJuly

96）

③評価結果

．1996ResearchAssessmentExercise：TheOutcome，RAE961／96，December1996

④評価基準

・1996ResearchAssessmentExercise：CriteriaforAssessment，RAE963／95，November

l995

（9応募要街

．1996　Research Assessment Exercise：Guidance on Submissions，RAE96　2／95，

November1995

⑥研究領域区分

．1996ResearchAssessmentExercise：UnitsofAssessment

⑦委員会の委員構成と研究領域区分案

．Conduct of the Research Assessment Exercise：Panel Membership and Units of

Assessment（Consultation）（June94）

⑧最初の案

．1996ResearchAssessmentExercise，RAE961／94，June1994

⑨RAE全般

．Barker，B．，University Researchin the UK and the1996Research Assessment

Exercise，BritishCouncilTokyo，July1997
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’The1996ResearchAssessmentExerciseinHigherEducation，TheBritishCouncil，

May1997

・太田和，英国におけるブロック・グラント配分にための研究評価システム　ー英国高等

教育財政審議会における研究評価の実際－，学術研究と評価　一我が国における研究評

価手法の総合的研究，1995年3月

（3）研究評価92（1992ResearchAssessmentExercise）

．Theimpact of the1992　Research　Assessment Exercise on higher education

institutionsinEngland，M6／87，May1997

．McNayI．，Theimpactofthe1992RAEonInternationalandIndividualBehaviourin

EnglishHigherEducation：theevidencefromaresearchproject，M5／97，May1997

（4）HEFCEの予算配分

．HEFCECircular6／97：RecurrentGrantsfortheAcademicYear1997－98

．HEFCECircular4／97：FundingMethodforResearchfrom1997・98

．HEFCECircular24／97：FundingfortheAcademicYear1997・98：PreliminaryDecisions

．FundingMethodforResearch（Consultation），2／96，July1996

．ResearchFundingMethod，February1993

6．大学及び研究機関

（1）CVCP

．aguidetoCVCP

．Brie丘ngNote，February1995

．Brie丘ngNote，October1995

（2）PREST

．AnnualReport1996／97

．Georghiou，L．，Evaluating AIvey Britain’s NationalInformation Technology

Programme，ManchesterStatiSticalSociety，March1991

．GeorghiouL．，Assessingthe FrameworkProgrammes，Evaluation，Vol．1（2），pP171・

188，1995

．HillsP．，PREST’sExperienceofEvaluation，Scientometrics，Vol．34，No．3，Pp401・414，

1995

．GeorghiouL．，et．al．，Acombinedquestionnaireandinterviewapproachtoassessthe

impactsoftheAIveyprogramme，Chapter180fThestrategicmanagementofresearch

andtechnology，PP345－356，Economica，1997

．Evaluation of theInformation Englneering Advanced Technology Programme
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SummaryReport

．PREST，ReviewofEnergyEfficiencyBestPracticeProgramme

．GuidanceNotesforEvaluationProceduresWithintheHealthandSafetyExecutive

（3）SPRU

．B・R・Martin，1997，‘FactorsaffbctingtheAcceptanceoftheEvaluationResults’，inM．S．

FrankelandJ．Cave（eds），EvaluationScienceandScientist：AnEast－WestDialogueon

Research Evaluationin Post－Communist Europe，Chapter3，PP28・45，Budapest：

CentralEuropeanUniversityPress．

．B・R・Martin andJ．Anderson，1995，Mapplng Science Outputs onto User Needs，

Swindon：NationalEnvironmentResearchCouncil．

．B．R．Martin，andJ．E．F．Skea，1992，AcademicResearchPerformanceIndicators：An

AssessmentofthePossibilities，Brighton：SciencePolicyResearchUnit．

．・J・E・F・Skea，B．R．MartinandE．N．Ling，1991，‘AssessingUniversityDepartments：

SomeProblemsandPartialSolutions’，inA．F．J．vanRaan，R．E．deBruin，H．F．Moed，

A．J．NederhofandR．W．J．Tijssen（eds．），ScienceandTechnologyinaPolicyContext，

Leiden：DSWOPress，PPlO6－120．

．J・Anderson andJ．Irvine，1987，British Expertisein R＆D Evaluation，Brussels：

CommissionoftheEuropeanCommunities．

’J・Irvine，1988，‘Evaluation Research Performance：Managing Sciencein a Steady

State’，PaPer PreSented at British Associationfor the Advancement of Science

Conferenceon‘ManageingScienceinaSteadyState’，London，26April．

’J．Irvine，B．R．MartinandG．01dham，1982，ResearchEvaluationinBritishScience：A

SPRUReview，Paris：MinistryofIndustryandResearch．

7．コンサルタント

（1）Technoplis

．TheElectronicsDesignandManufhcturingTechnologyProgramme1991－1995

．Arnold E・，Developing an Evaluation Culturein Austrian Science and Technology

Policy，September1996

°EvaluationoftheGTSsysteminDenmark1995－97

－Arnold E・，and Guy K・，Technology Diffusion Programmes and the Challengfor

Evaluation，theOECDConferenceonPolicyEvaluationPracticesinInnovationand

Technology，June1997

．TheScienceParkEvaluationHandbook

．DeveloplngFirms，TechnologyCapabilities

．EvaluationoftheIT－BybbProgramme
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バイオテクノロジー・生物科学研究会議（BBSRC）の業績指標

Unlessotherwisestated，aHdatashou】dbesuppIiedbyfinancialyear，eitherestimatedoractuar

InstitLIteNanle：

L Sfudenr5hi押

目．Ct‖1・鉗rSll－dPHhh小Nl川Ibcl・5（ThCSC山Ilas］101■k】beb）′呈IC；ldenIic）′Car）

Ty pe T otaZC urrent A w ards （I99 6／97） Tota】N ew A w ard s（1996！97）

B B S R C ＊ O ther B B S R C ● O thcr

PhD （ex cJuding C A S E）

Standard C A S E

lndustrialC A S E

M Sc （by ttleSis）

Taught M Sc

M R es

V eterin ary F eHow ships

O ther

＊includingstudentshipsAlndedn・OmWithininstitutecashlimits

OPI柑95！，7



1．2Comp］etionRate50rPhDStudentships＊（includingCASE）

lns［ituteName．

l　　　 Registrations NLlmberorstudentssubmittlngby30September

i　 Date Number 1993　 I 1994 1995 1996 1997

OcトDecI粥9

Jan－Sept1990

OcトDec1990

Jan－Sept19引

OcトDec】99】

Jan－Scpt1992

Oct－Dec1992

Jan・Sept199〕

Oct－Dec1993

Jan・Sept1994

Oct－Dec1994

Jan－Scpt1995

Oct－Dec1995

Jan・Sept1996

Oct－Dec1996

Jan・ScptI997

●StafrreglSteredfbrdegreesshouJdnotbeincluded

OPl1995仲7



1・3・CompletionRatesorMastcrsStudentships（MSc，taughtMSCandMRes）（thesedatashouldbebyacademicyear）

ln5日ufeName：

R Cgistratio ns S ubm lSSions

】9 93／94 1994／9 5 199 5！9（i 19 9 6 ／9 7

N um ber Y ear a b C a b C a b C a b C

】99〕／94

1994／95

19 95／9（；

19 96／97

a＝nurnberorlhesissubmitted

b＝numberordcg柁eSregtStered

C＝numberordeg陀eSnOtaWarded

2・UserlnYO］Yement（at31March1997）

R＝rCfirralfbrrevision

F＝bi】ed

InstitutegovemirLgbody，％mernbersfiomindustry

Otherinstitutepolicycommittees，％rnembers丘omindustry

3・WorneninScience（at31March1997）

％w om en in sen iorSCien cc grad eS （Band 4 and abo vc）

鵜w om en in aH scien ce graded （B and 6 an d above）

OPI1996／97



4．TotalPublicationOutput（Thesedatashouldbebycalendaryear）

lnStituleNanle

R erereed P u b Iicatio llS 5 T ota ZP u blications 6

199 6 199 6

N um bero rp ub－icatio ns］

つN tJm ber of p ublication s per scientist－

tJm ber of pu blications co．Jaboratlng W ith industry 3

um ber of pu blications co】labo ratlng O utSide U K 4

）．ThenLJmbeTOfpubJicationsshouldbecaJculaledbythefbrmulausedinthel992Researc】トAssessmentExercise（RAE）fbruniversities：

．OnepaperorbookbyNauthorS0fwhichXareresearchersintheinstitute，COuntSaSX！N．l．

2．Byanalogywiththe1992RAE，thenumberoFscientistsshouldincludeonLyactiveindependentresearchersasfte，

thisequatestoprqJeCtandprogrammeleaders・

3・Oneormoreco－authorsemployedbyanindustrialcoIIaborator（incIudingoutsideUK）・PleasegivetotaInumberofc0－authoredpaperS（notcaIculatedasX／N）．

4・Oncorrnoreco・authorsnormallyempIoyedataninstitutior10utSidetheUK，Whetherindustryornot・Pleasegivetotalnumberofc0－authored

坪田（nOtCalculatcdasX／N）．

5．Papcrs（includingcriticalreviews）appeariTlginrefbreedjournals；CategOryAintheOASISPublicationsDatabase．

6，PtJblicationsincategoriesA，B，Cl，C2，Dl，D2，E，FandGintheOASISPublicationsDatabase．

7．VahJeSincLudedinthetableweredownloaded丘omOASISon26June1997．

l

OPI1996／97



5．IncometolnstitutelVOnCOmPetitively（FinancialYear）

InSrilU把Nanle二

FiguresmtJStbereconcilabletoauditedlnStituteaccounts・Fundspassedtothirdpartyresearchersshouldbeexcluded・Fortables5，6・1・1－6・］・4，lnstitutes

、VithtradingarmsmayincIudethereIevantreSearChincornechanneIIedthroughthatcompany・However，incomeShouldbesho、VnSeParate．y斤orndirect

incometotheInstituteofeachlinelheremustbenodoub】ecountlngWhereworkpaidbyrescarchincometothetradingarmissub－COntraCtedtothelnStitute．

O PE N FU N D IN G （£k）

】舛6／97

2．1 1m亡Om C rrOm BllSR C

C om petitive PrqiectG rants incIuding Equipm entG rants

2．2 Incom e from M A FF （excluding negotinted contractsl

Com pe tltIVe）y Tendered and O pen Contracts

．3　0 th亡r l！ttern2llin亡Olue

lndustry　　　　　　　　 a）Contracts●

including Levy Boards）　 b）Collaborations

EC Conm cts

O tJICrG oYem m entD epartm entsand Research Councils

O ther RcseaTCh Incom e （incIuding fiom charitiesand overseas govem m ents）

什O T A L O PEN FU N D IN G　　　　　　　　　　　　　　　　 H 0．00

●brcon的cBtOan的nUa】va加or＞85，000，Pk貼elistindus打ialp血er（un】esscon抗den血l）乱ndvalue．

OP11996仲7
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6．Co］laborationsCurrentinl996／97

111SHLIteName：

6．1111dllStriaICollaborations

6．1．I LINK

L IN K P rogram m e N um ber o f Jnstitute Prqiects N unlbero f lnd ustrialP artners A n nual V alue to th e lrlStitute （£）＊

199 6／97 1996／97 1996／97

T otal N ew T ota l N ew T otal N ew

＊FiguresmustTeCOnCiktoauditedinstituteaccounts（butseenotctotable5）

OPI1996／97



6．I．30thcrindustrialcolhborations（excIEC）

InstituteName：

T ota lnum b er o fcL）rrent aW ard5

N um b er o fnew alVards

A nnualva）ue o fcurrent aW ardS （£）♯

．Fol・COllaboralions10imannulIl一一IduslrinlvnJucor＞上25，OOO，PIcaschslindusLrialp呈Il・111er

（unlessconridential）andvalue．

6．1．4　ROPA

車■Pleaseindicateinthenoteshowmany，ifany，arenOn・BBSRCROPAs

．Figuresmustreconci】etoauditedinstituteaccounts（butseenotetotable5）．

V ah e （£）

l　 Jndustria＝）artner 199（i！97

OPIl，96仲7



6・2ContractsrundedbyEC

（meaSelnC）udeaHcontracts，includ］ngthoSelnWhlChtheTnStituteisasub－COntraCtOr，andanyassociatedcontracts）

h MuIeNanle．

1996／97

N um ber of C ontracts T ota】annualvalue o fcon tracts（£）＝ A nnual value to In stitute （£）

EC co ntracts lnVOIv ln g ind ustria】partners

E C con tracts w lth dev eloplng♯count）．ies

A ”EC C ontracts（includ ing abo ve）

＊developingcountriesaredefinedasanycountrynotyetfullydeveloped（exctudingEasternEuropeandfbrmerSovietUnion）

＊●incIudingpaymentstothirdpartyresearchers

6・3Collaborations、Vithdevel0Pingcountries（bysourceorincome）

S ource of in com e N um bero f C o llaboration s A nn ualV alue （£）

199 5／97 】996／97

B B S R C

O ther R C

O D A

E C

Industry

O th er

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
OPI1996／97



6．40therinternationalco］1aborations（bysourccorincome）

lnstituteNanle：

S ourCe Or inconle N um berO r C o Haboratio ns A nnl］alV alue （£）

19 96／97 19 96／97

B B S R C

O ther R C

E C ●

h duStヴ

O ther U K

O therno n・U K

＊Pleaseenterhereonlycollaborationsnotincludedin6．3

－　●

OPI1996！97



7．0therTeChnoIogylnteractions

lnsti【山eName．

7．］StnrrcxCIla一一ge5

Numberof’institutestafrexchangedlVithlndustry

NumberofindustrialstafFexchangedwithinstitute

7．2　StafriT）dustrialconSu］tancics

NumbcrorstafrlnVOIvcd

umberofindustrialcustomers

ll

OPI1996仲7



7．3ExploitationorSCience

InsHLl把Nmlle

1996／97

To【al N cw

N um berorpa［en［s and plalltbl’eeders r▲ghtscurre－1Lly held♯

N unlberofcurrentHcensLng agreem entS arislng from above

Royalty lnCOm e from above （£）

N um berofpatentsand plantbreedersrights aSS］gned to collaborators＊

N um berofcurrentlicensJng agreem entSarislng from above

Royalty lnCOlue 丘om above（£）

N um berofpatentSand p）antbreedersrights w hich generated

lnCOm e in l996／97．

N um berof－1icenslng agreem entSinvoIvlng COm Paniesw ith

SjgnincantTeSearCh oTm anufhctuTJng CapaCjty ir）the U K 一

OPI1996／97

t ThesetwocategorleSaremutuallyexclusive．



付録3

工学・自然科学研究会議（EPSRC）の研究課題審査用紙

THJS FORM MAYBEPHOTOCOPIEDANDPASSED（UNATTRIBUTED）TOTHEJNVESTIGATOR

GrantReference ProjectTitIe

Investigator：PIeaseretum form by：

To：
lnstitution／Organisation：

Refereereferencenumber：

RATINGSUMMARY：PleaseensurethattheboxmarkingsgJVenbel0Ware

COnSistentwithyournarrativecommentsoverleaf．EPSRCrecommendsthat

youcompIetethenarrativesectionoverleafbeforeundertakingthesummary．

Pleaseenteranassessmentforeachofthecriterialistedbytickingtheappropriate

box・ThepercentageglVenundereachoftheheadingsprovidesaguidetothetotal

numberofproposalsexpectedinthatcategory．

TheconfidenceleveIboxisprovidedsothatyoucanindicateyourconndencein

assessingtheproposalagainstthecorrespondingcriterion．（H＝High．M＝Medium．L

＝Low）

Assessment

Cnterion

UnsatlSfactoけ Modest NatlOnaIly Nation釧y lntemationa川y
（20％） COntnbution／ COmPe鵬ve leadingand leading

ablIity
（30％）

（25％） intemationaIly

COmPe鵬ve
（20％1

（5％）

Scientl罰d
Technol0gica．
Quality

Abi町to

unde佃kethe
researCh

UnsatISfactoけ Satisfactory Good b 臼釧ent Outstanding
（20％） （30％） （25％1 （20％） （5％）

Vab両吋and
Plannlng

Relevanceto
beneficianes

Resources＆
COSt
effectiveness

ADD，TJONALCOMMENTS：Please usethjsspaceto noteanyadditjonalissuese．9．murti－dlsciplinarity．

POtentiaJprojectrisks・Wewol題IdbeinterestedinanysuggestionSyOumayhaveforimprovlngtheproject

－128－
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ロ
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THISFORMMAYBEPHOTOCOPIEDANDPASSED（UNATTRIBUTEt？）TOTHEINVESTTGATOR

PROMPTS

l・SClENTIFIC＆TECHNOLOGICAL
QUAuTY

PleaseglVeyOUrOPlniononthelikely

SCjent浦CandteのnoIogi臼Iqualityof
肋jsproposaい．e．0nthenature of廿1e

帽Sear鵬a帽a．itsnove吋．帥e
COn柄bu心Onthatthisresearchwould

makeanditscompe離venessin
relatjontoo仇erwo血inthefieIdbo帥

intheUKandintem劇0naIly．

2．ABluTY TOUNDERTAKE THE
RESEARCH

Whatareyourviewsontheabilityof
theinvestjgatorlprqectteamto
undertakethisresearchproJeCt？

3．VIA馴uTY AND PLANNING

PleasecommentontJleViabilityofthe

PrOPOSedmethodsandtechnlqUeS

and onthesuitabili吋Oftheresearch
infrastTtJCtUre．Pleasealsoindicate

Whethertheprojecto旬ectjves．

timescalesandplansarerealistic．

4．RELEVANCETO

BENEFICIARIES

PleasecommentontJlebeneficiaries

iden価edbytheproposer．How
importantistJlisresearchlikelytobe

tothemortootherS？

PleaseccmmentonanyspecIfic

CO‖aborationsand／Or OnSUggeStt0nS

forexptoltationanddissemlnaUon

5．RESOURCESANDCOST

EFFECTIVENESS

Commentonthechoiceof．andneed

for，theresourcesrequested．paylng

Paハicularatte血0ntOSta拝，mqOr

CaPilal，andfacIIlties．

PteaseglVeyOUrOPlniononthe
OVerallcostefFectjvenessoftJleWOrk．

pLEASEPROVIDEAFULLEXPLANATlONINSUPPORTOFYOURVLEWS

－129－



Thenotesbelowareintendedtoprovidereferees．with

SPeCificSUidanceforthecompletionoFtherekree5form．TheY

ShouJdbereadinconiunctionwithanYOtherspecificguidance

SUPPIiedinconnectionwiththepanic山arprogrammeor

虻heme．

NarrativeSedion：

AfuHiustificationforYOUraSSeSSmentOhheproposalshouJdbe

incIudedhere．ThepromptSarePrOVidedaSareminderofthose

is5UeSthatareJikelYtObemostsignificantindeterminngthe

OVeraIImeritofapropoSal．However，theprompIs卸dthe

SPaCek）rYOUrreSPOni餌allocaldnexttothemareofkred

PUreIYforguidance．Ybushould，lhereEore，keHreetocomment

OnanyadditionaJaspect50Etheproiectthatyoubelievetobe

important．rfYOuareUnabJetofita‖YOUrCOmmentSintothe

SPaCeaVaiLable，WeWOUtdencourageyOUl0USeCOntinuation

SheetS．

TheasSeSSrTlentfbrmpromptSarePreSentedinbrieE．AEu．ler

descriptionoffactorsYOUmaYWiShtoconsiderwhenaSSeSSing

theprojectiSgivenbeIow

l・Scientific＆hchnologica題quaHけ

－tmPOrtanCeOfthegeneraドareaofre～earChinwhichthe

PrOjectisbeingundertaken．

・AwarenesSbYtheproposerofthecurrentstateoftheartand

relatedworkinprogresSlUK，Europe，international）

一NoveltwOriginaHけOfthe“′OrkproposdanditStimeline55．

－Howcompetitiveistheprojectinrdationtootherworkinthe

UKandinternationallY？Doestheprojecto侮rthepossibiIitybr

aS．gnificantbreakthrough7

2・ÅbilitytOundeぬkereSearCh

・ThckrecordhtandindpreviouSWOrkinthisfieldofthe

Princ－PaIinvesllgalor．

－TrackrecordhtandindpreviouSWOrkofthereSearChteam

（CO－inveStigator5，namedpoSt－doctoralaSSi5tantS，＞iSiting

k‖0帆′5，etc．）

－DoeStheteamhavetheskiJJSreqUiredtoundertakethe

PrOJeCt7

－0therfactorse．g．ifanewlecturerlYOUrnaYWiShtoconsider

thelecturer’SPOtentiahoundertaketheproject

3．ⅥabilityandHann－ng

・AreobjectiveS，miJe5tOneSanddeliverabJesclearIYdefined

andrealiStic7

・Aretheproposedmethodofogies～OUndandthetechniques

SUggeStedappropriale7

－Whereappropriate，isanadequaleprOiectmanagement

StrUCtUreinpIace？

・IsthenecessaTyreSearChinfraStrUCtUretOSUPPOrttheproJeCt

inpbce！

15lhetimeSCaleproposedrealistic7

－1～theproiectachievable！

4．ReIevancetobeneぶciarie5

－LikelyimpacVimportanceoFtheresearchtoinduStrY，

COmmeTCe，gOVernment，aCademiaetc・

・Whatcontribution，ifanY，Wi”theprojectmaketoUK

COmPetitivenes50rqUalitYO川k7

－DoestheresearchhaveanYrele＞anCetO Fore5ight

recommendation57

－Forcollaborativeproject5，iSthereanappropriaterangdmixof

coJlaboratorsHstheinput，financialorotherwiSe，fromthe

COIIaboratorsappropriate7

－HavemechaniSmStOenSUrePOtentialexpIoitationbeen

iden値d7

－ArethediS5eminationpathSadequate7

5．ResourcesandCoStefredivene55

－，5theleveJandchoiceofreS0UrCeSreaSOnabrefortheproject

propoSed7HavetheSebeenadequatelYjustified7

－DoeStheprojectoffergoodvalueformoney？
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大学の研究評価（RAE）の記入用紙
Form RAO－lnstituti°n

Unitof
Assessment

CategoTYA
Staff

Selected

CategoryA
Staffnot
Selected

PostdoctoraI
Research
Assistants

Postgraduate
Research
Assistants

Technicians
Scientific
Officers

ExporimentaI
○用cors Other

Pagelofl

k
r
ロ
ロ
e
H
D

巴
r
¶
°
⊇
己



FormRAI UOA－1nstitution

Sta付
Roterenco Surnam e lnitials

Yearof
FTE at
31／3／96

Research
NHS

Funded
Salaryfrom
GeneraI

ln Post Starting Dato

Codo Blnh to 2dps FelIow Staff Funds（％） Throughout （dd／m m／yy）

Pagelof3



Form RAI UOA　－lnstitution

Sta什
Rolorence

Code
S urnam e

Leaving Date
（dd／m m／yy）

Form er
lnstitution

0 n Fixed
Torm

C ontract

ContractS tart
D ato

（dd／m m／yy）

ContractE nd
D ato

（dd／m m／yy）

Category of
Sta仕

Change ot
S tatus
lndicator
（L M ，N．S）
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FormRAI UOA－lnstitution

StalI
Reference
Code

Surname
Change of
StatusDate
（dd／m m／yy）

Research
Assistants
Supervisod

（FTE）

Research
Students
SupeⅣised

（FTE）

Page30f3
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Form RA2UOA　－fnstitution

Staft

Surnam e

Tiue／Description ofoutpuVpublication．fol10W ed by ：

ISBN ／lSSN
ifapplicable

（a）Nam es ofco－aUthors．up to 3；
RoIeronce （b）Nam e ofjoum aI／PUblisherk onference orvenue；

Cod．e （C）VoIum e num berand pagination ifappIicabIe；
（d）O therreIevantdetails．
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Form RA3a UOA　－1nstitution

Students
TotaI1992 TotaI1993

Total
1994

as at
1／12／94

Totat
1995
as at
1／12！95

Degrees D egrees Degrees D egrees
as at as at Aw arded Aw arded Aw arded Aw arded

31／12！92 31／12／93 1992 1993 1994 1995

FT Postqraduate Rosearch

PT Postqraduate R esearch

FT E Postqraduato Research

DoctoraI

M asters
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Form RA3bUOA－rnstitution

ResearchStudentships 1992 1993 1994 1995

OST Research CounciIsetal

UK－Based Charities

UK CentralGovernm ent

UK LocalAuthorilies．Health and HospitalAuthorities

UK lndustry．Com m erce and Public Corporations

lnstitutionalSelfFunded

O verseas

Page20†2



Form RA4UOA　－1nstitution

Source oflncom e （NetVAT） 1992－93 1993－94 1994－95
Partial
1995－96

O ST Research Councils

UK Based Charlies

UK CentralG ov’tBodies／Local．HeaIth ＆HospitaIAuthorities

UK Tndustrv．Com m erce and PublicCorporations
EU Governm entBodies

EU olher

O therO verseas
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付録5

主な略詩

BBSRC

CERN

CCLRC

CNE

CNER

CST

CVCP

DTI

EPSRC

ESA

ESRC

FTE

HEFCE

HEFCs

MRC

NERC

OST

PPARC

PREST

Biotechnology and Biological Sciences
ResearchCouncil

Conseil European pourla Recherche
Nucleaire

CouncilfortheCentralLaboratoryofthe
ResearchCouncils

Comit6Nationald’Evaluation

Comit6　National d’Evaluation de la

Recherche

CouncilforScienceandTbchnology

Committee of Vice－Chancellors and

PrincIPals of the Universities of the

UnitedKingdom

I）epartmentofTradeandIndustry

Engineering and Physical Sciences
ResearchCouncil

EuropeanSpaceAgency

EconomicandSocialResearchCounCil

FullTimeEquivalent

Higher Education Funding Councilfor

England

HigherEducationFundingCouncils

MedicalResearchCouncil

NaturalEnvironmentResearchCouncil

OfficeofScienceandTbchnology

Particle Physics and Astronomy
ResearchCouncil

Policy Researchin Engineering Science

andTbchnology

UniversityofManchester

－140－

バイオテクノロジー・生物科学研
究会議

欧州合同原子核研究機関

研究会議付属中央研究所

評価国家委員会

研究評価国家委員会

科学技術会議

大学副学長校長会

貿易産業省

工学・自然科学研究会議

欧州宇宙機関

経済・社会研究会議

フルタイム換算

イングランド高等教育資金協議会

高等教育資金協議会

医学研究会議

自然環境研究会議

科学技術院

素粒子物理・天文学研究会議

マンチェスター大学工学科学技術
研究所



RAE

ROPA

SPRU

VSNU

ResearchAssessmentExercise

RealisingOurPotentialAward

SciencePolicyResearchUnit

UniversityofSussex

Verenlglng Van Samenwerkende
NederlandseUniversiteiten

－141－

大学の研究評価

（産業界との共同研究を行う者へ
の助成制度の名称）

サセックス大学科学政策研究部

オランダ大学連合
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